
  と実績値

①

目標値 94 96 98 100

実績値 ％ 81 79 80 79

達成率 86.17 82.29 81.63 79.00

②

目標値 1,760,000 1,840,000 1,920,000 2,000,000

実績値 回 5,919,205 6,542,193 6,807,208 9,753,855

達成率 336.32 355.55 354.54 487.69

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 46,901 44,212 47,769 44,679(9)

 予算 人件費 36,080 36,080 28,600 35,200
 (千円)

合　計 82,981 80,292 76,369 79,879

事業費 46,901 44,212 47,769 44,335(10)

 実績値 人件費 36,080 36,080 28,600 35,200
 (千円)

合　計 82,981 80,292 76,369 79,535

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

広報活動の充実 施策 施策 総務部
(1)施策名 81101

コード 主管部課 秘書広報課

(2)上位の政策 市民と市の情報共有の推進 企画課

   (基本計画の節)

市は徹底した情報公開をすすめるとともに、あらゆる機会
関係課

をとらえ、多様な方法により市民と市、あるいは市民同士
(3)節の目的

の情報交流をすすめ、情報を共有化します。

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテ

レビ、ラジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくら

しに関する情報を正確にわかりやすく伝えていきます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

市政や市民のくらしに関する情報が正確にわかりやすく伝わっている
どういう状態に

多様化する市民ニーズに十分応えているかを把握するため、広報担当をはじめ各課との連携を強化

し、市民の求める情報を提供するとともに情報の共有化を進めていく。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①広報あびこの各世帯への 広報あびこの各世帯への配布率を指標とすることで、市政や市民の暮らしに関する情報周知の状況

配布率 を把握する。

②市ウェブサイトへの年間 市ウエブサイトの年間アクセス数を指標とすることで、市政情報の取得状況を把握する。

アクセス数

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

 



構

件

ドマップの発行 課　名

数

秘書広報課

指　標 配布

政

数 政策・経常 □政策　

策

■経常　□なし

現況値

・

0 目標値 57,200

経

事業費(千円) 正職員

常

人件費(千円)
単位 部

□

実績値 0 達成率 0.0

政

0 予算額 0 0

事務事業

策

の施策への貢献度 ●高

成

　

い ○普通 ○低い 評

■

価 見直し 実績値 0 0

事

経

務事業のあり方（事業

常

の優先度、事業の縮小

　

や拡充等、新たな事業

□

展開など）

現状の事業

な

者からの広告収入での

し

発行は、様々な課で広

現

告収入による情報誌の

況

発行が増えたことから

す

値

、今後は広告収入での

2

発行は困

難である。今

9

後は職員が作成した「

0

暮らしの便利帳」をイ

目

ンターネットで公開し

標

必要な情報を印刷でき

値

るように事業を見直す

8

。

5 事

る

業費(

事務事業名 施

千

政方針・一般報告等の

円

作成 課　名 企画課

指　

)

標 施政方針・市政一般

正

報告、ふれあい懇談会

職

ホームページへのアク

員

セス 政策・経常 □政策

人

　□経常　■なし

現況

事

件

値 2,816 目標値 2

費

,500 事業費(千円

(

) 正職員人件費(千円

千

)
単位 件

実績値 5,1

円

16 達成率 204.6

)

4 予算額 0 7,040

単

事務事業の施策への貢

位

献度 ○高い ●普通 

件

○低い 評価 現状 実績値

実

0 7,040

事務事業

務

績

のあり方（事業の優先

値

度、事業の縮小や拡充

2

等、新たな事業展開な

9

ど）

適正な時期に市の

0

施策や事業を広く市民

達

に公表するため、現状

成

どおり推進していく。

率 34

事

1.18 予算額 121

業

4,400

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 66 4,400

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

報道機関への情報提供は、市の情報をリアルタイムに提供できるため優先度が高い。

事務事業名 ホームページの管理・充実 課　名 秘書広報課

指　標 年間ページ更新件数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 4,244 目標値 4,000 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 件

実績値 9,753,855 達成率 243846.38 予算額 6,547 8,800

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 6,497 8,800

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

インターネットの利用が日常化している中、市政や市民の暮らしに関することや市の魅力など、ホームページを活用して情報提供し

ていく必要があることから優先度は高い。

事務事業名 広報の編集・発行 課　名 秘書広報課

指　標 「広報あ

施

事

びこ」の年間配布部数

務

政策・経常 □政策　■

事

経常　□なし

現況値 1

業

,128,000 目標

名

値 1,225,000

報

事業費(千円) 正職員

道

人件費(千円)
単位 部

機

実績値 1,128,0

関

00 達成率 92.08

へ

予算額 38,011 1

策

の

4,960

事務事業の

情

施策への貢献度 ●高い

報

 ○普通 ○低い 評価

提

現状 実績値 37,77

供

2 14,960

事務事

課

業のあり方（事業の優

　

先度、事業の縮小や拡

名

充等、新たな事業展開

秘

など）

市政や市民の暮

書

らし等の情報を多くの

を

広

市民に提供するため、

報

広報の発行は有効であ

課

ることから優先度が高

指

い。

　標 情報提

事務事業名

供

暮らしの便利帳・ガイ



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

広報やホームページの掲載内容を充実するとともに、報道機関へ これまで以上に市民との情報共有を進めるとともに、経費節減に

積極的に情報提供することは、市民との情報共有や市民同士の情 努め、事業を継続的かつ効果的に推進する必要がある。

報交流を進める上で有効な施策である。 また、SNSなど様々な情報媒体を活用した情報提供について、積

極的に取り組む必要がある。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

広報やホームページ、報道機関を対象とした定例記者会見、また 市民同士の情報交流を進め、市民との情報の共有化を図ることは

、ＳＮＳ等の様々な広報媒体を活用し、市政や市民の暮らしに関 、市政や市民のくらしに関する情報を正確に分かりやすく伝えて

する情報提供を行う本施策は、市民との情報共有や市民同士の情 いく本施策の目標の達成に重要であることから、今後も広報、ホ

報交流を進めるうえで有効であることから、引き続き本施策を推 ームページ、ＳＮＳ等の様々な広報媒体を活用して、引き続き情

進していく。 報発信に取り組んでいく。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



できる。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 477 470 460 450

実績値 件 398 359 333 336

達成率 83.44 76.38 72.39 74.67

②

目標値 310 340 370 400

実績値 人 282 240 249 249

達成率 90.97 70.59 67.30 62.25

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 62 2,199 113 97(9)

 予算 人件費 7,920 7,920 15,840 15,840
 (千円)

合　計 7,982 10,119 15,953 15,937

事業費 62 2,199 113 91(10)

 実績値 人件費 7,920 7,920 15,840 15,840
 (千円)

合　計 7,982 10,119 15,953 15,931

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

広聴活動の充実 施策 施策 総務部
(1)施策名 81102

コード 主管部課 秘書広報課

(2)上位の政策 市民と市の情報共有の推進

   (基本計画の節)

市は徹底した情報公開をすすめるとともに、あらゆる機会
関係課

をとらえ、多様な方法により市民と市、あるいは市民同士
(3)節の目的

の情報交流をすすめ、情報を共有化します。

多様化する市民ニーズを的確に把握して市政に反映できるよう、市政への手紙やメール、市政ふれ

あい懇談会など、広く市民の意見や要望を聴く機会の充実を図るとともに、市民の意見や要望に対

する市の考え方を分かりやすく伝えていきます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

広く意見や要望を聴いて、それに対する市の考え方が伝わっている
どういう状態に

　市政への手紙やメールは、年々増加している。内容によっては、回答までに期間を要する場合が

あり、時間の短縮化を図るなど回答の迅速化を進めたい。また、市政ふれあい懇談会は、若い世代

や女性の参加が少ないため、幅広い世代が参加できるようにしたい。
(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①市政への手紙・メールの 市政への手紙やメールの受付件数を指標とすることで、市民の声を把握し、意見を市政に反映させ

受付件数 る。

②市政ふれあい懇談会への 市政ふれあい懇談会の参加人数を指標とすることで、市民の市政に対する関心度を把握することが

参加者数



構

策・経常 □政策　□経

成

常　■なし

現況値 24

す

9 目標値 310 事業費

る

(千円) 正職員人件費

事

(千円)
単位 人

実績値

務

249 達成率 80.3

事

2 予算額 64 4,40

業

0

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 61 4,400

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市民の声を聴取することは、施策を推進する上で有効な事業である

事務事業名 市政への手紙・メール 課　名 秘書広報課

指　標 市政へのメール・手紙の受付件数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 336 目標値 500 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 件

実績値 336 達成率 67.20 予算額 33 10,120

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 30 10,120

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市民の意見を施策に反映させるために有効な事業である。

事務事業名 庁内調整を要する要望・陳情 課　名 秘書広報課

指　標 受付した団体等の延べ件数 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 41 目標値 55 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 件

実績値 41 達成率 74.55 予算額 0 1,

施

事

320

事務事業の施策

務

への貢献度 ●高い ○

事

普通 ○低い 評価 現状

業

実績値 0 1,320

事

名

務事業のあり方（事業

市

の優先度、事業の縮小

政

や拡充等、新たな事業

ふ

展開など）

市民ニーズ

れ

を把握する上で有効な

あ

事業である。

策

い懇談会 課　名 秘書広

を

報課

指　標 参加人数 政



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市政への手紙やメール、市政ふれあい懇談会など広く市民の意見 市民の要望は、多様化・複雑化しており、これらを的確に把握し

や要望を聴く機会の充実を図ることは、市民と市の情報共有を進 て市政に反映させることが重要である。そのため、当該施策をさ

めていく上で有効な施策であり、さらに充実させていく必要があ らに充実させていく必要がある。

る。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

本施策は、市政への手紙やメール、市政ふれあい懇談会、ｅモニ 各事業において、取扱い方法及び運営スタイル等の見直しを行い

ター制度をはじめ、広く市民の意見や要望を聴く機会を充実して 、より市民の声が行政に反映するよう、新たな仕組みづくりを行

実施したことで有効であった。今後は、特に長年行われている事 う事が必要である。また、ｅモニターの登録者数を引き続き増や

業の市政への手紙やメールについて、市民への回答をよくある質 す取り組みを進め、市民からの声を共有することで市民と一体と

問以外にホームページへ掲載することなども検討していく。さら なった行政運営を行っていく。

に、ふれあい懇談会については、参加人数の増加及び懇談会のＰ

Ｒ方法の研究や参加しやすい環境も検討していく。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



0.00 100.00 100.00 100.00

②

目標値 63 65 67 69

実績値 ％ 63 65 61 61

達成率 100.00 100.00 91.04 88.41

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 17,178 15,600 19,615 17,711(9)

 予算 人件費 36,080 41,800 29,744 33,968
 (千円)

合　計 53,258 57,400 49,359 51,679

事業費 17,178 15,600 19,615 13,975(10)

 実績値 人件費 36,080 41,800 29,744 33,968
 (千円)

合　計 53,258 57,400 49,359 47,943

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

情報公開の徹底 施策 施策 総務部
(1)施策名 81103

コード 主管部課 文書管理課

(2)上位の政策 市民と市の情報共有の推進 手賀沼課

   (基本計画の節)

市は徹底した情報公開をすすめるとともに、あらゆる機会
関係課

をとらえ、多様な方法により市民と市、あるいは市民同士
(3)節の目的

の情報交流をすすめ、情報を共有化します。

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用

を図ります。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維

持・管理を徹底し、適切な文書管理を行います。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

市の保有している情報が速やかにかつ適切に提供されている。
どういう状態に

特になし。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①情報公開請求全体に占め 不服申立てに対し適正であった率を指標とすることで、市の情報公開が充分かどうかを把握するこ

る適正な情報公開の割合 とができる。

②ファイリングシステム維 ファイリングシステム維持管理のＢ評価以上の割合を指標とすることで、文書管理が適切に行われ

持管理のＢ評価以上の割 ているか把握することができる。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 100 100 100 100

実績値 ％ 100 100 100 100

達成率 10



構

全

切か、不要な文書を保

体

存していないかなどを

に

、

占める適正

事務事業名 統

な

計書作成 課　名 文書管

情

理課

指　標 期限までに

成

報

取りまとめる。 政策・

公

経常 □政策　□経常　

開

■なし

現況値 100 目

の

標値 100 事業費(千

割

円) 正職員人件費(千

合

円)
単位 ％

実績値 10

（

0 達成率 100.00

全

予算額 0 1,584

事

請

務事業の施策への貢献

求

度 ○高い ●普通 ○

す

－

低い 評価 現状 実績値 0

審

1,584

事務事業の

査

あり方（事業の優先度

請

、事業の縮小や拡充等

求

、新たな事業展開など

政

）

統計書の作成は、我

策

孫子市統計調査条例で

・

定められている。

経常

る

□政策　

事務事業名 千葉県毎

■

月常住人口調査、年齢

経

別・町丁字別人口調査

常

課　名 文書管理課

指　

　

標 期限までに提出する

□

。 政策・経常 □政策　

な

■経常　□なし

現況値

事

し

100 目標値 100 事

現

業費(千円) 正職員人

況

件費(千円)
単位 ％

実

値

績値 100 達成率 10

1

0.00 予算額 28 1

0

,584

事務事業の施

0

策への貢献度 ○高い 

目

●普通 ○低い 評価 現

標

状 実績値 28 1,58

値

4

事務事業のあり方（

務

1

事業の優先度、事業の

0

縮小や拡充等、新たな

0

事業展開など）

千葉県

事

統計調査条例の規定に

業

よる受託業務。

費(千円)

事

正

事務事業名 基幹統計調

職

査 課　名 文書管理課

指

員

　標 県から指定された

人

調査員数を確保し、指

件

定された期日に調査票

費

を提出 政策・経常 □政

(

策　■経常　□なし

現

千

況値 6 目標値 6 事業費

円

(千円) 正職員人件費

)

(千円)
単位 調査

実績

業

単

値 6 達成率 100.0

位

0 予算額 6,397 7

％

,656

事務事業の施

実

策への貢献度 ○高い 

績

●普通 ○低い 評価 現

値

状 実績値 4,314 7

1

,656

事務事業のあ

0

り方（事業の優先度、

0

事業の縮小や拡充等、

達

新たな事業展開など）

成

統計法に規定する基幹

率

統計調査であり、法定

1

受託業務。

00.00

事務

予

事業名 環境年報の作成

算

課　名 手賀沼課

指　標

額

情報を入手できる箇所

1

数 政策・経常 □政策　

,

■経常　□なし

現況値

0

5 目標値 5 事業費(千

1

円) 正職員人件費(千

4

円)
単位 箇所

実績値 5

6

達成率 100.00 予

,

算額 50 6,160

事

3

務事業の施策への貢献

3

度 ○高い ●普通 ○

6

低い 評価 現状 実績値 5

事

0 6,160

事務事業

務

のあり方（事業の優先

事

度、事業の縮小や拡充

業

等、新たな事業展開な

の

ど）

現状どおり事業を

施

進めていく。

策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 976 6,336

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

情報公開制度による市政情報の市民への提供は、市民と市が協働でまちづくりを進める上で不可欠のため、今後も継続すべき事業で

ある。

事務事業名 行政情報資料室の管理・運営 課　名 文書管理課

指　標 行政情報資料室に備えてある資料冊数／行政情報資料室で備えておく 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 1,835 4,928

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 1,546 4,928

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図ることは重要であり、そのために行政情報資料室は不可欠であるから

、今後も同規模で事業を継続していく。

施

事務事業

事務事業名 ファイ

名

リングシステム維持管

情

理 課　名 文書管理課

指

報

　標 全体の課に対する

公

、維持管理点検指導（

開

年２回）における総合

事

評価で 政策・経常 □政

策

務

策　■経常　□なし

現

事

況値 61 目標値 57 事

業

業費(千円) 正職員人

課

件費(千円)
単位 ％

実

　

績値 70 達成率 122

名

.81 予算額 8,38

文

7 5,720

事務事業

書

の施策への貢献度 ○高

管

い ●普通 ○低い 評

理

価 現状 実績値 7,06

を

課

1 5,720

事務事業

指

のあり方（事業の優先

　

度、事業の縮小や拡充

標

等、新たな事業展開な

情

ど）

維持管理について

報

は、達成率が上昇して

公

いる。

また、文書の保

開

存については、書庫や

請

執務室内に保管してい

求

る文書の保存年限が適



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

情報公開の徹底を図るためには、情報公開制度の適切な運用、市 施策の目標達成にあっては、情報公開、行政情報の提供、ファイ

が保有する情報の速やかな提供や適切な文書管理が求められる。 リングシステムの維持管理など、施策を構成する事業はいずれも

このため、情報公開、行政情報の提供やファイリングシステムの 有効であり、継続して取り組む必要がある。

維持管理など、施策を構築する事業はいずれも有効である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市民と市の情報の共有化を推進するためには、徹底した情報の公 情報公開制度の適切な運営、ファイリングシステムの維持管理は

開が必要である。そのためには、情報公開制度の適切な運営、フ 、情報公開の徹底を図るために有効な施策である。

ァイリングシステム維持管理の継続、行政情報を提供する事務事

業など、本施策を構成する事務事業はいずれも有効である。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 1,500 1,750 2,000 2,250

実績値 件 2,011 2,195 2,269 2,383

達成率 134.07 125.43 113.45 105.91

②

目標値 30,000 30,000 31,000 31,000

実績値 件 25,023 34,296 37,527 32,413

達成率 83.41 114.32 121.05 104.56

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 18,436 24,000 14,520 18,670(9)

 予算 人件費 7,480 15,400 13,640 12,760
 (千円)

合　計 25,916 39,400 28,160 31,430

事業費 18,436 24,000 14,520 18,380(10)

 実績値 人件費 7,480 15,400 13,640 12,760
 (千円)

合　計 25,916 39,400 28,160 31,140

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

シティセールスの視点による情報発信 施策 施策 総務部
(1)施策名 81104

コード 主管部課 秘書広報課

(2)上位の政策 市民と市の情報共有の推進

   (基本計画の節)

市は徹底した情報公開をすすめるとともに、あらゆる機会
関係課

をとらえ、多様な方法により市民と市、あるいは市民同士
(3)節の目的

の情報交流をすすめ、情報を共有化します。

市の知名度やイメージの向上を図るとともに、市民の誇りと愛着心を高めるため、市民や団体など

から収集した市のさまざまな魅力を全国に向けて積極的に発信するなど、シティセールスの視点に

よる情報発信力を強化します。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市内外の方
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

知名度やイメージの向上が図られている
どういう状態に

　我孫子市は、首都圏近郊の都市として魅力あふれる事業や要素を持っているが、イメージが定着

されていないことから、次世代の担い手である若い世代の定住を促進していく必要がある。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①市公式フェイスブックへ 市公式フェイスブックへの「いいね！」件数を指標とすることで、市の知名度やイメージの向上率

の「いいね！」件数 を把握することができる。

②シティセールス動画への シティセールス動画へのアクセス数を指標とすることで、市のさまざまな魅力と情報がどの程度認

アクセス数 知されているのかを把握することができる。

(8)指標



構

ティセールス動画への

成

アクセス数 政策・経常

す

■政策　■経常　□な

る

し

現況値 32,413

事

目標値 35,000 事

務

業費(千円) 正職員人

事

件費(千円)
単位 回

実

業

績値 32,413 達成率 92.61 予算額 18,670 12,760

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 18,380 12,760

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市の魅力を市内外に発信することは、交流人口の拡大や若い世代の定住化にも有効であり、引き続き効果的に情報を発信する。

施

事務事業名 シティプロ

策

モーションの推進 課　

を

名 秘書広報課

指　標 シ



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市の知名度やイメージの向上を図るためには、市のさまざまな魅 市の知名度やイメージの向上を図るとともに、市のさまざまな魅

力をSNSなどのインターネットを活用して、全国に向けて積極的 力を全国に向けて積極的に発信し、シティセールスの視点による

に発信するなどシティセールスの視点による情報発信が必要であ 情報発信力を強化するうえで必要な事業である。

る。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

本施策を推進するため、SNSなどインターネットを活用したさま 市の知名度やイメージの向上を図るとともに、市のさまざまな魅

ざまなサービスの提供を行い、市内外に市の魅力を積極的に発信 力を全国に向けて積極的に発信するための施策は、今後も継続し

した。今後も、市民と市の情報共有の推進には、本施策は必要で て実施していく必要がある。

ある。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



度 平成31年度

事業費 39 700 700 434(9)

 予算 人件費 968 3,080 2,112 1,848
 (千円)

合　計 1,007 3,780 2,812 2,282

事業費 39 700 700 434(10)

 実績値 人件費 968 3,080 2,112 1,848
 (千円)

合　計 1,007 3,780 2,812 2,282

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

協働のしくみによるまちづくりの推進 施策 施策 市民生活部
(1)施策名 81201

コード 主管部課 市民活動支援課

(2)上位の政策 協働のしくみづくり 企画課

   (基本計画の節)

市民自らがまちづくりをすすめるための支援や、計画づく
関係課

りからその実施と評価までを市民と市が一体となってすす
(3)節の目的

めていけるしくみを工夫するとともに、こうしたまちづく

りに積極的に対応できる市の体制を整えます。

市民との協働のあり方を明確にし、さまざまなまちづくりの場面でより効果的な連携が行われるし

くみを工夫して、市民と連携した協働のまちづくりを進めます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民と市
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

協働のまちづくりが進んでいる
どういう状態に

ＮＰＯとの協働のあり方はまとめているが、今後は市民との協働についてのあり方を明確にしてい

く必要がある。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①市民と市が協働で進める 市民と市が協働で進めるまちづくり施策に対する満足度を指標にすることにより、市民と市の協働

まちづくり施策に対する のまちづくりが進んでいることが把握できるため。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 0 0 0 0

実績値 ％ 0 0 0 0

達成率 0 0 0 0

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年



構

み数 政策・経常 □政策

成

　■経常　□なし

現況

す

値 2 目標値 3 事業費(

る

千円) 正職員人件費(

事

千円)
単位 件

実績値 3

務

達成率 100.00 予

事

算額 434 1,848

業

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 434 1,848

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市と大学とで情報共有の場を持ち、連携を深めることで、施設などの物的連携や審議会委員やボランティアなど人的連携、また各市

の事業における連携から協働の幅が広がっており、事業の優先度は高い。

施

事務事業名 大学との連

策

携 課　名 企画課

指　標

を

相互連携事業の取り組



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

地方分権が進展する中、自立した都市として持続可能なまちづく 市民と連携したまちづくりを進めるうえで、有効な施策である。

りを進めていくうえで、協働の仕組みによるまちづくりの推進は

欠かすことのできない有効な施策である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

改　善　検　討

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



00.00 176.92 164.29 86.67

②

目標値 300 350 400 300

実績値 人 236 276 248 268

達成率 78.67 78.86 62.00 89.33

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 2,244 1,472 166 153(9)

 予算 人件費 1,760 1,760 9,680 8,800
 (千円)

合　計 4,004 3,232 9,846 8,953

事業費 2,244 1,472 166 39(10)

 実績値 人件費 1,760 1,760 9,680 8,800
 (千円)

合　計 4,004 3,232 9,846 8,839

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

市民参加制度の充実 施策 施策 総務部
(1)施策名 81202

コード 主管部課 秘書広報課

(2)上位の政策 協働のしくみづくり

   (基本計画の節)

市民自らがまちづくりをすすめるための支援や、計画づく
関係課

りからその実施と評価までを市民と市が一体となってすす
(3)節の目的

めていけるしくみを工夫するとともに、こうしたまちづく

りに積極的に対応できる市の体制を整えます。

地方分権の進展に的確に対応するためには、より市民の意見を反映した政策や施策の展開が重要で

あることから、会議の休日・夜間開催の工夫や、公募市民の登用拡大、インターネットを活用した

ｅモニター制度などにより、政策形成過程全般への市民参加を進めます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

政策形成過程全般に広く参加している
どういう状態に

特になし。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①各種審議会などでの公募 各種審議会などでの公募市民登用率を指標とすることで、政策形成過程で市民参加が適正に行われ

市民登用率 ているか把握することができる。

②ｅモニター制度の登録者 ｅモニター制度の登録者数を指標とすることで、市政に対する市民参加の状況と多くの意見を把握

数 することができる。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 12 13 14 15

実績値 ％ 12 23 23 13

達成率 1



構

募１件当たりの提出意

成

見数 政策・経常 □政策

す

　□経常　■なし

現況

る

値 9.9 目標値 10 事

事

業費(千円) 正職員人

務

件費(千円)
単位 件

実

事

績値 9.9 達成率 99

業

.00 予算額 0 2,200

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 2,200

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

要綱に定められた事業であり、政策形成過程から市民参加を進めることは、地方分権の進展に的確に対応するために有効な事業であ

る。

事務事業名 eモニター制度 課　名 秘書広報課

指　標 モニター登録者数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 270 目標値 300 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 人

実績値 268 達成率 89.33 予算額 153 6,600

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 39 6,600

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市民の意見や要望をリアルタイムに集約でき、施策への反映を迅速に行うことができる。

施

事務事業名 パブリック

策

コメント手続 課　名 秘

を

書広報課

指　標 意見公



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市民の意見を反映した政策や施策の展開が重要であり、インター 政策形成過程全般における市民参加の推進は、市民と行政の協働

ネットを活用したe-モニター制度や公募市民の登用拡大などによ によるまちづくりを進める上で必要不可欠である。

り政策形成過程全般への市民参加を進める施策は有効である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

各審議会や委員会への市民登用、ｅモニター制度を推進していく 本施策は、政策形成過程の全般に市民が広く参加することにつな

ことは、市民の意見・要望を反映した施策の展開を図るうえで、 がるため、重要である。市民参加の推進は、市民と行政の協働に

有効な施策である。 よるまちづくりのために必要不可欠であることから、引き続き本

施策を推進していく。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



62.50 55.56

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 2,207 2,222 1,859 1,955(9)

 予算 人件費 9,680 10,560 9,240 12,496
 (千円)

合　計 11,887 12,782 11,099 14,451

事業費 2,207 2,222 1,859 944(10)

 実績値 人件費 9,680 10,560 9,240 12,496
 (千円)

合　計 11,887 12,782 11,099 13,440

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

地域コミュニティ活性化に向けた取り 施策 施策 市民生活部
(1)施策名 82001

組みの推進 コード 主管部課 市民活動支援課

(2)上位の政策 地域コミュニティづくりの推進

   (基本計画の節)

市民とともに、地域の状況を踏まえながら、多様な主体が
関係課

相互に理解し合い連携するしくみや、活動の担い手づくり
(3)節の目的

など、地域コミュニティ活性化の基本方針を明らかにし、

地域にあったコミュニティづくりをすすめます。

地域コミュニティを活性化するため、地域コミュニティ活性化基本方針に基づき、自治会やまちづ

くり協議会、地区社会福祉協議会、市民活動団体、事業者などの多様な主体と連携するしくみとし

て「地域会議」の設置に取り組みます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

地域コミュニティ
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

活性化する取り組みが展開されている。
どういう状態に

地域コミュニティ活性化基本方針に基づく具体的な事業の評価をしていくことが必要であることか

ら、継続的にコミュニティ施策について検証していく組織を設けることを検討する。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①地域会議の設置数 地域会議の設置数を指標にすることで、地域コミュニティの活性化を把握できるため。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 6 7 8 9

実績値 か所 5 5 5 5

達成率 83.33 71.43



構

　標 地域会議の設置数

成

政策・経常 □政策　■

す

経常　□なし

現況値 5

る

目標値 6 事業費(千円

事

) 正職員人件費(千円

務

)
単位 地域

実績値 5 達

事

成率 83.33 予算額

業

1,955 12,496

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 944 12,496

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

地域の現状や課題を地域住民で話し合い、協議・検討をし、地域を支え合う仕組みを支援していくことは必要であり、今後も継続す

べき事業である。

施

事務事業名 地域コミュ

策

ニティ活性化の推進 課

を

　名 市民活動支援課

指



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

地域コミュニティの活性化をするうえで有効な施策である。 地域コミュニティ活性化基本方針を推進するうえで有効な施策で

ある。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

地域コミュニティ活性化基本方針に基づき施策を展開することが 地域コミュニティを活性化させていくうえで有効な施策であった

できた。現在、市内に設置されている5地区の地域会議では、地 。

域の市民が主体となって、地域の課題について話す場が設けられ

た。また、これまで地域会議のテーマに関わった庁内の担当部署

を集め、検証を実施することができた。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
   と実績値

①

目標値 100 100 100 100

実績値 ％ 100 100 100 100

達成率 100.00 100.00 100.00 100.00

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 7,254 12,312 230 9,049(9)

 予算 人件費 33,704 27,632 29,304 29,656
 (千円)

合　計 40,958 39,944 29,534 38,705

事業費 7,254 12,312 230 5,713(10)

 実績値 人件費 33,704 27,632 29,304 29,656
 (千円)

合　計 40,958 39,944 29,534 35,369

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

部門間の調整による施策の重点化と総 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83101

合性・統一性の確保 コード 主管部課 企画課

(2)上位の政策 総合的・計画的な行政運営

   (基本計画の節)

部門間の調整機能を強化していくとともに、部門別基本計
関係課

画の策定や実施は、基本構想に基づき、統一性を持ってす
(3)節の目的

すめます。政策の企画・立案から執行方法と成果までを市

民とともに評価し、施策や事業の進行管理を徹底します。

基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行うため、各種計画や部門間との調整を

図り、施策の重点化や総合性・統一性を確保するとともに、財政計画と整合した、より効果的で効

率的な実施計画を策定します。また、総合的な調整機能により部門横断的な行政課題に的確に対応

(4)施策の目的・展開方向 します。

いつまでに 令和 3年度

部門横断的な施策や行政課題
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

総合的な調整機能により的確に対応されている
どういう状態に

部門横断的な行政課題は増えており、課題に応じて各々主となる課が調整し、主体的に取り組んで

いく必要がある。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①部門横断的な施策や行政 部門横断的な施策や行政課題を調整して的確に対応したことにより、施策の総合性や統一性が確保

課題の調整率 されたことがわかるため（調整できた施策や行政課題／部門横断的な施策や行政課題）

(8)指標の目標値



構

れ

00.00 予算額 7,

た

855 13,728

事

議

務事業の施策への貢献

題

度 ●高い ○普通 ○

数

低い 評価 現状 実績値 4

/

,572 13,728

連

事務事業のあり方（事

絡

業の優先度、事業の縮

調

小や拡充等、新たな事

整

業展開など）

市の行政

成

を

運営の根幹となる総合

必

計画の進行管理及び第

要

四次総合計画の策定で

と

あり。重要度は高い。

する議題数）

事務事業名 活力

す

政

ある地域づくり推進会

策

議 課　名 企画課

指　標

・

検討事項のうち、対応

経

方針が定まった事項の

常

割合 政策・経常 □政策

□

　□経常　■なし

現況

政

値 0 目標値 100 事業

策

費(千円) 正職員人件

　

費(千円)
単位 ％

実績

□

値 100 達成率 100

る

経

.00 予算額 0 88

事

常

務事業の施策への貢献

　

度 ○高い ●普通 ○

■

低い 評価 現状 実績値 0

な

88

事務事業のあり方

し

（事業の優先度、事業

現

の縮小や拡充等、新た

況

な事業展開など）

全庁

値

横断的に取り組むこと

1

が必要な事業をスムー

事

0

ズに推進するため、必

0

要に応じて会議を開催

目

する。

標値 100

事務事業

事

名 我孫子市まち・ひと

業

・しごと創生総合戦略

務

費

の進行管理 課　名 企画

(

課

指　標 総合戦略に位

千

置付けた事業の検証率

円

政策・経常 □政策　■

)

経常　□なし

現況値 0

正

目標値 100 事業費(

職

千円) 正職員人件費(

員

千円)
単位 ％

実績値 1

人

00 達成率 100.0

件

0 予算額 330 6,9

事

費

52

事務事業の施策へ

(

の貢献度 ○高い ●普

千

通 ○低い 評価 現状 実

円

績値 277 6,952

)

事務事業のあり方（事

単

業の優先度、事業の縮

位

小や拡充等、新たな事

％

業展開など）

総合戦略

実

においてＫＰＩを設定

績

している事業について

業

値

の評価を客観的に行う

1

上で、有識者会議は必

0

要不可欠であるため、

0

現状どおり

推進する。

達成率 100

事務事業名 高野

.

山新田地区活性化事業

0

の推進 課　名 企画課

指

0

　標 高野山新田地区で

予

実施されている事業数

算

政策・経常 □政策　■

額

経常　□なし

現況値 1

4

5 目標値 20 事業費(

3

千円) 正職員人件費(

2

千円)
単位 事業

実績値

3

15 達成率 75.00

,

予算額 0 1,936

事

0

務事業の施策への貢献

8

度 ○高い ●普通 ○

0

低い 評価 現状 実績値 0

事

1,936

事務事業の

務

あり方（事業の優先度

事

、事業の縮小や拡充等

業

、新たな事業展開など

の

）

高野山新田地区は水

施

辺や緑地、農地などの

策

様々な資源があり、市

へ

民や民間事業者との調

の

整も必要であることか

貢

ら、地域の活性化を図

献

るうえでは、庁内関係

度

課や関係機関等との連

●

絡、調整を十分に図る

高

ことが重要である。

い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 432 3,080

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

全庁的な施策において重要な事項の決定や情報共有を図るため、これまで通り部門間の調整を行う。

事務事業名 議会運営の支援 課　名 企画課

指　標 答弁検討会、施政方針・一般報告の調整率 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 432 3,520

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 432 3,520

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

全庁的な施策において重要な事項の決定や情報共有を図るため、これまで通り部局間の調整を行う。

事務事業名 湖北台地区公共施設整備の検討 課　名 企画課

指　標 事業の進行管理 政策・経常 □政策　■経常　

施

事

□なし

現況値 0 目標値

務

20 事業費(千円) 正

事

職員人件費(千円)
単

業

位 ％
実績値 20 達成率

名

100.00 予算額 0

庁

352

事務事業の施策

議

への貢献度 ○高い ●

の

普通 ○低い 評価 現状

運

実績値 0 352

事務事

営

業のあり方（事業の優

策

課

先度、事業の縮小や拡

　

充等、新たな事業展開

名

など）

整備方針に基づ

企

き、現状とおり推進す

画

る。

課

指　標 連

事務事業名

を

絡

総合計画の策定と進行

調

管理 課　名 企画課

指　

整

標 事業実施率（実施済

率

事業数／実施予定事業

（

数） 政策・経常 ■政策

連

　□経常　□なし

現況

絡

値 100 目標値 100

調

事業費(千円) 正職員

整

人件費(千円)
単位 ％

さ

実績値 100 達成率 1



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　基本構想や基本計画に基づいた総合的・計画的な行政運営を行 　基本構想や基本計画に基づく総合的・計画的な行政運営を行う

うために、各種計画や部門間の調整を図り、施策の重点化や総合 ために、部門間の調整は必要な施策である。

性・統一性を確保していくとともに、部門横断的な行政課題に対

する総合調整を行っていくことが不可欠である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

庁議や議会答弁の検討など定期的に実施する総合調整だけでなく 部門横断的な行政課題に対し総合的に対応できるよう進めた。引

、部門横断的・重点的に調整し推進すべき課題については、総合 き続き、調整を図りながら総合的かつ統一的に進めていく必要が

的・統一的に対応することで、より効率的・効果的な事業の推進 ある。

ができた。引き続き、関係部門の連携意識を高めながら推進して

いく必要がある。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



要な事業であり、とりわけ適正な進行管理が求められる

ため。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 100 100 100 100

実績値 ％ 97.5 100 100 100

達成率 97.50 100.00 100.00 100.00

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 3,343 3,193 6,971 7,873(9)

 予算 人件費 15,928 15,752 18,392 29,656
 (千円)

合　計 19,271 18,945 25,363 37,529

事業費 3,343 3,193 6,971 6,721(10)

 実績値 人件費 15,928 15,752 18,392 29,656
 (千円)

合　計 19,271 18,945 25,363 36,377

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

施策や事業の評価と進行管理 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83102

コード 主管部課 企画課

(2)上位の政策 総合的・計画的な行政運営 手賀沼課

   (基本計画の節) 子ども支援課

部門間の調整機能を強化していくとともに、部門別基本計 社会福祉課
関係課

画の策定や実施は、基本構想に基づき、統一性を持ってす
(3)節の目的

すめます。政策の企画・立案から執行方法と成果までを市

民とともに評価し、施策や事業の進行管理を徹底します。

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を

活用しながら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価し

ます。また、施策や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

施策や事業
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

適切に進行管理されている
どういう状態に

行政評価については、事務事業のくくり方や成果指標の設定が適切でないものが見受けられる。ま

た、評価表については、記述が不足している、誤っているなど第三者が見てわかりにくものも見受

けられるため、機会があるごとに記入の適正化について啓発や支援を行い、全庁的に行政評価シス
(6)施策実施上の

テムを事業の進行管理に活用できるように努めていく。
　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①指定事務事業の実施率 指定事務事業は、市の事業の中でも特に重



構

実

況値 5 目標値 6 事業費

施

(千円) 正職員人件費

率

(千円)
単位 回

実績値

（

5 達成率 83.33 予

３

算額 2,583 12,

１

320

事務事業の施策

年

への貢献度 ●高い ○

度

普通 ○低い 評価 現状

か

実績値 2,218 12

ら

,320

事務事業のあ

成

廃

り方（事業の優先度、

止

事業の縮小や拡充等、

・

新たな事業展開など）

休

市の子ども施策の中心

止

をなす事業として、施

し

策への貢献度は高い。

た事務事

す

業件 政策・経常 □政策

る

　■経常　□なし

現況

事

値 100 目標値 100

務

事業費(千円) 正職員

事

人件費(千円)
単位 ％

業

実績値 100 達成率 100.00 予算額 3,082 7,128

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 3,082 7,128

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市の事業や行政活動を詳細まで把握した上で進行管理を行う評価制度であるため、必要不可欠である。

事務事業名 環境基本計画の進行管理 課　名 手賀沼課

指　標 進行管理の率 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 %

実績値 100 達成率 100.00 予算額 0 3,344

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 3,344

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

現状どおり事業を進めていく。

事務事業名 健康福祉総合計画の策定及び進行管理 課　名 社会福祉課

指　標 事前評価における主要施策の実施率（実施された施策数／施策数） 政策・経常 ■政策　■経常　□なし

現況値 10

施

事

0 目標値 100 事業費

務

(千円) 正職員人件費

事

(千円)
単位 ％

実績値

業

3 達成率 3.00 予算

名

額 2,208 6,86

行

4

事務事業の施策への

政

貢献度 ○高い ●普通

評

 ○低い 評価 現状 実績

価

値 1,421 6,86

の

4

事務事業のあり方（

策

推

事業の優先度、事業の

進

縮小や拡充等、新たな

課

事業展開など）

協議会

　

での協議を含め、計画

名

の進行管理は計画を推

企

進する上で重要であり

画

、次期計画策定のため

課

に必要なことである。

指　

を

標 事務事

事務事業名 子ど

業

も総合計画の策定及び

の

計画の進行管理 課　名

改

子ども支援課

指　標 子

善

ども・子育て会議の開

策

催回数 政策・経常 ■政

の

策　■経常　□なし

現



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　政策の企画・立案から執行方法、成果までを市民に公表すると 　市民の満足度や成果に視点をおきながら、総合的・計画的に行

ともに、事業仕分けなどにより市民とともに評価できるようにす 政運営を行っていくことが必要である。

ることは重要である。また、ＰＤＣＡで事業の見直しを図ってい

くことは必要である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

行政評価を活用して、市の全事業や予算編成の進捗状況をホーム 人口減少の時代を迎え、これまで拡大してきた行政サービスを現

ページ等で公表することで、市民と情報を共有することができた 状維持していくことは困難である。そのため、行政評価制度を活

。行政の説明責任を果たすうえでも有用である。事業所管課が施 用して、行政が厳しい目を持ってＰＤＣＡを進めていくことが必

策、事業の進行管理を適切に行い、絶えず見直し改善していくこ 要である。引き続き、市民と情報を共有するとともに職員の意識

とが一層大切となる。ＰＤＣＡサイクルを効果的に回していける 改革に取り組んでいく。

よう職員の意識啓発も含め、引き続き取り組んでいく必要がある

。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



率 100.00 100.00 175.00 110.00

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 90 111 109 61(9)

 予算 人件費 15,840 23,760 23,760 23,760
 (千円)

合　計 15,930 23,871 23,869 23,821

事業費 90 111 109 34(10)

 実績値 人件費 15,840 23,760 23,760 23,760
 (千円)

合　計 15,930 23,871 23,869 23,794

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

ファシリティマネジメントの推進 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83103

コード 主管部課 資産経営課

(2)上位の政策 総合的・計画的な行政運営

   (基本計画の節)

部門間の調整機能を強化していくとともに、部門別基本計
関係課

画の策定や実施は、基本構想に基づき、統一性を持って進
(3)節の目的

めます。政策の企画・立案から執行方法と成果までを市民

とともに評価し、施策や事業の進行管理を徹底します。

公共施設やインフラ施設について、総合的かつ長期的な視点から、財政負担を軽減・平準化すると

ともに、最適な配置を実現するため、「公共施設等総合管理計画」を推進し、更新・統廃合・長寿

命化などを計画的に行います。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

公共施設等
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

更新・統廃合・長寿命化されている
どういう状態に

更新・統廃合・長寿命化などを具体化するためには、公共施設等の所管部局ごとに公共施設等総合

管理計画に基づく個別施設計画を策定する必要がある。その策定にあたっての支援として、必要に

応じて、施設整備に必要な情報提供等を行う。
(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①公共施設等総合管理計画 施策を達成する指標として相応しいものであるため

に基づく個別施設計画の

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 5 7 8 20

実績値 計画 5 7 14 22

達成



構

標 個別施設計画の策定

成

数 政策・経常 □政策　

す

■経常　□なし

現況値

る

14 目標値 20 事業費

事

(千円) 正職員人件費

務

(千円)
単位 件

実績値

事

22 達成率 110.0

業

0 予算額 61 23,760

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 34 23,760

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

当事業は総務省からの要請に基づくものであるとともに、市の財政状況にも関連する喫緊の課題であるため、継続して実施する必要

がある。

施

事務事業名 ファシリテ

策

ィマネジメントの推進

を

課　名 資産経営課

指　



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

部門間の調整機能を強化するために、全庁に横串を通すファシリ ファシリティマネジメントは全庁かつ継続的な施策であり、その

ティマネジメントの考え方を取り入れている。 ためには担当職員の育成やノウハウの継承が必要であることから

将来の社会状況や財政状況の変化に対応するために、公共施設等 、事業の進捗状況を見ながら、適切な人員の配置を検討していく

総合管理計画の基本計画に基づいた各所管部局の個別施設計画に 。

より、事業を具体化し推進していく。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

平成29年度に策定した公共施設保全計画を活用し、8計画の個別 各施設の最適化について、公共施設等総合管理計画の基本方針の

施設計画の策定支援を行った。これらの計画をもとに、施設の長 もと各個別施設計画により継続的に実施することができている。

寿命化改修等を具体的に推進するとともに、公共施設等適正管理 また、ＦＭに関する庁内職員研修やニュースの発行など独自の工

推進事業債の活用に結びつけることで財源確保と平準化を行った 夫による取り組みも浸透してきている。

。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

今年度は引き続き個別施設計画の策定支援とともに、令和3年度の公共施設等総合管理計画の改定に向けた準備が必要である。な

お、その後はＰＤＣＡによる計画進行管理の段階となることから、組織のあり方とともに人員配置について検討していく。

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



29年度 平成30年度 平成31年度
   と実績値

①

目標値 858 852 856 854

実績値 人 864 859 851 857

達成率 99.31 99.19 100.59 99.65

②

目標値 90 90 90 90

実績値 ％ 82 84.3 82.3 85

達成率 91.11 93.67 91.44 94.44

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 7,691 7,915 7,583 18,245(9)

 予算 人件費 29,568 29,568 32,296 30,624
 (千円)

合　計 37,259 37,483 39,879 48,869

事業費 7,691 7,915 7,583 16,330(10)

 実績値 人件費 29,568 29,568 32,296 30,624
 (千円)

合　計 37,259 37,483 39,879 46,954

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

地方分権に対応した機能的な組織運営 施策 施策 総務部
(1)施策名 83201

と人材育成 コード 主管部課 総務課

(2)上位の政策 行政改革の推進

   (基本計画の節)

絶えず市民の視点に立った行政改革に取り組み、事業の徹
関係課

底的な見直しや柔軟で機能的な組織運営、民間の知恵と工
(3)節の目的

夫をいかした質の高いサービスの提供、公有財産の有効活

用と維持管理費の抑制、情報通信技術の活用を進めます。

地方分権が進展する中、多様な行政需要に効率的・効果的に対応するため、機能的・弾力的な組織

づくりを推進します。また、少数精鋭を基本に定員管理の適正化に取り組みながら、優れた人材を

確保するとともに、限られた人材を最大限活用するため、職員研修、人事考課、職場環境づくりや

(4)施策の目的・展開方向 メンタルヘルスケアの充実を通じて人材の育成に努めます。

いつまでに 令和 3年度

職員
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

少数精鋭で、地方分権の進展に対応できるよう育成されている。
どういう状態に

特になし。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①常勤職員数（各年度４月 職員数を指標とすることによって、スリムな行政組織となっているかを把握できる。

１日現在の常勤職員数）

②研修受講者の理解度 研修受講者の理解度（満足度）を指標とすることで、研修の有効性ひいては人材育成に役立ってい

るかを把握することができる。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成



構

□

算額 1,863 616

政

事務事業の施策への貢

策

献度 ○高い ●普通 

　

○低い 評価 結合 実績値

□

1,602 616

事務

経

事業のあり方（事業の

常

優先度、事業の縮小や

　

拡充等、新たな事業展

■

開など）

自治研修セン

な

ターや市町村アカデミ

成

し

ーなど他自治体職員が

現

集まる研修機関では、

況

より高度で実践的な研

値

修を行っている。幅広

8

い知識

を習得できるだ

5

けではなく、他自治体

1

職員と情報交換できる

目

機会が得られることか

標

ら、引き続き推進して

値

いく。

す

854 事業

事務事業

費

名 階層別研修 課　名 総

(

務課

指　標 全受講生の

千

理解度の平均値 政策・

円

経常 □政策　■経常　

)

□なし

現況値 85 目標

る

正

値 90 事業費(千円)

職

正職員人件費(千円)

員

単位 ％
実績値 85 達成

人

率 94.44 予算額 1

件

,751 1,584

事

費

務事業の施策への貢献

(

度 ○高い ●普通 ○

千

低い 評価 結合 実績値 1

円

,726 1,584

事

)

務事業のあり方（事業

事

単

の優先度、事業の縮小

位

や拡充等、新たな事業

人

展開など）

階層別研修

実

は業務効率の向上を目

績

的とするものであり、

値

人材育成の基礎となる

8

ものであるため、引き

5

続き実施していく。

7 達

務

成率 10

事務事業名 人事評

0

価の実施 課　名 総務課

.

指　標 苦情相談窓口へ

3

の相談件数 政策・経常

5

□政策　□経常　■な

予

し

現況値 0 目標値 0 事

算

業費(千円) 正職員人

事

額

件費(千円)
単位 件

実

0

績値 0 達成率 0 予算額

8

0 3,080

事務事業

8

の施策への貢献度 ●高

0

い ○普通 ○低い 評

事

価 現状 実績値 0 3,0

務

80

事務事業のあり方

事

（事業の優先度、事業

業

の縮小や拡充等、新た

の

な事業展開など）

人事

業

施

評価制度は地方公務員

策

法に規定されている勤

へ

務評定であり、今後の

の

人材育成につながるこ

貢

とから、今後も継続す

献

べき事業である

。

度 ●高い ○

事務事業名 嘱託職員

普

等の任用管理 課　名 総

通

務課

指　標 嘱託職員要

 

望に対する充足率 政策

○

・経常 □政策　■経常

低

　□なし

現況値 100

い

目標値 100 事業費(

評

千円) 正職員人件費(

価

千円)
単位 ％

実績値 1

現

00 達成率 100.0

状

0 予算額 11,760

実

2,640

事務事業の

績

施策への貢献度 ○高い

値

 ●普通 ○低い 評価

0

見直し 実績値 11,1

8

39 2,640

事務事

8

業のあり方（事業の優

0

先度、事業の縮小や拡

事

充等、新たな事業展開

務

など）

非正規職員の任

事

用根拠の適正化に伴い

業

、令和2年度から新た

の

に会計年度任用職員制

あ

度が導入されることに

り

踏まえ、今後も効率的

方

な行

政サービス提供す

（

るため適正な任用を確

事

保し、管理する必要が

業

あるため今後も継続す

の

べき事業である。

優先度、事業

事務事業名 新規職員

の

採用業務 課　名 総務課

縮

指　標 新規採用職員の

小

人事評価年度評定数の

や

平均値 政策・経常 □政

拡

策　■経常　□なし

現

充

況値 63.6 目標値 6

等

5 事業費(千円) 正職

、

員人件費(千円)
単位

新

点
実績値 63.3 達成

た

率 97.38 予算額 1

な

,136 4,840

事

事

務事業の施策への貢献

業

度 ○高い ●普通 ○

展

低い 評価 現状 実績値 6

開

82 4,840

事務事

な

業のあり方（事業の優

ど

先度、事業の縮小や拡

）

充等、新たな事業展開

本

など）

優秀な職員を確

事

保することは、市民サ

業

ービスの向上に資する

は

ことになることから、

施

今後も継続すべき事業

策

である。

実現に効果的であり、社会ニーズの変化への対応、かつ機能的な組織運営に努めるために不可欠であることから、現状

どおり推進していく。

事務事業名 定員管理事務 課　名 総務課

指　標 職員削減数 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 0 目標値 2 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 人

実績値 0 達成率 0.00 予算額 0 1,320

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 1,320

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

この事業は施策の実現に必要不可欠であり、持続可能な行政運営を行っていくために、今後も現状どおり推進していく。

事務事業名 専門･特別研修 課　名 総務課

指　標 受講者数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 1,074 目標値 800 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 人

施

事

実績値 1,074 達成

務

率 134.25 予算額

事

1,075 1,584

業

事務事業の施策への貢

名

献度 ○高い ●普通 

組

○低い 評価 結合 実績値

織

895 1,584

事務

編

事業のあり方（事業の

制

優先度、事業の縮小や

事

拡充等、新たな事業展

策

務

開など）

実務能力向上

課

を図れる専門・特別研

　

修は受講者の満足度・

名

理解度も高く効果的な

総

研修であるため、現状

務

どおり推進していく。

課

指　標

を

常勤

事務事業名 派遣

職

研修 課　名 総務課

指　

員

標 研修受講者数 政策・

数

経常 □政策　■経常　

政

□なし

現況値 102 目

策

標値 130 事業費(千

・

円) 正職員人件費(千

経

円)
単位 人

実績値 10

常

2 達成率 78.46 予



構

簿

■経常　□なし

現況値

登

16 目標値 42 事業費

載

(千円) 正職員人件費

人

(千円)
単位 項目

実績

数

値 7 達成率 16.67

政

予算額 224 3,08

策

0

事務事業の施策への

・

貢献度 ●高い ○普通

経

 ○低い 評価 現状 実績

常

値 179 3,080

事

成

□

務事業のあり方（事業

政

の優先度、事業の縮小

策

や拡充等、新たな事業

　

展開など）

厳しい財政

■

状況が続く中、財政基

経

盤の確立と効率的・効

常

果的な行政運営を行う

　

ことは不可欠であるた

□

め、今後も引き続き取

な

り組んで

いく。

す

し

現況値 26 目標値 2

る

8 事業費(千円) 正職

事

員人件費(千円)
単位

務

人
実績値 12 達成率 4

事

2.86 予算額 0 1,

業

320

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 1,320

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

管理職としてふさわしい人材を確保するため、今後も継続すべき事業である。

事務事業名 職員の人事異動業務 課　名 総務課

指　標 所属長が適材適所の人材配置が行われたと思う職員の割合 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 70.9 目標値 75 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 73.4 達成率 97.87 予算額 381 4,400

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 94 4,400

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

公務能率の向上、組織の活性化や人材育成に不可欠な事業であるため、今後も継続すべき事業である。

事務事業名 職員提案事業 課　名 総務課

指　標 提案採用数（職場内提案含む） 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 19 目標値 30 事業費(千円) 正職員人件

施

事

費(千円)
単位 件

実績

務

値 19 達成率 63.3

事

3 予算額 55 1,93

業

6

事務事業の施策への

名

貢献度 ○高い ●普通

管

 ○低い 評価 現状 実績

理

値 13 1,936

事務

職

事業のあり方（事業の

登

優先度、事業の縮小や

用

拡充等、新たな事業展

策

試

開など）

職員提案制度

験

により、職員を奨励す

制

ることで意識・意欲の

度

向上や職場の活性化を

の

図るとともに、採用提

実

案を実施することで事

施

務効率

および市民サー

課

ビスの向上に繋がるた

　

め、引き続き取り組ん

名

でいく。

を

総務課

指　

事務事

標

業名 行政改革推進プラ

資

ンの推進 課　名 総務課

格

指　標 改革項目のうち

者

見直しが実施された件

名

数 政策・経常 □政策　



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

行政改革を継続的に推進していくためには、組織のスリム化をは 施策の目標を達成するためには、組織のスリム化や行政機能の効

じめ、行政機能の効率化を進めていく必要がある。また、地方分 率化を継続的に進めていかなければならない。また、地方分権を

権を担う人材を育成するため、職員研修、人事評価や人事異動な 担う人材を育成するためには、引き続き職員研修、人事評価、人

ど、施策を構成する各事業は、職員のやる気と能力を引き出す上 事異動など、職員のやる気と能力を引き出し、人材育成を進めて

で有効な事業である。 いかなければならず、その上で各事業は有効な事業である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市民からの多種多様な行政需要に効率的かつ効果的に対応してい 人事評価制度、人事異動、職員研修、他団体への職員派遣により

くために、各所属の事務事業、事務量に応じた人員配置を行うと 有能な人材育成が期待できる有効な施策である。

ともに、人材育成において、職員研修のみならず職員の視野の拡

大や、専門的知識の習得、人的ネットワークの形成のため、引き

続き国土交通省関東地方整備局との人事交流、千葉県への職員の

派遣研修を行っていく。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



値

①

目標値 48 48 48 48

実績値 件 33 36 39 40

達成率 68.75 75.00 81.25 83.33

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 494,252 524,920 512,133 513,963(9)

 予算 人件費 19,624 21,912 23,144 16,280
 (千円)

合　計 513,876 546,832 535,277 530,243

事業費 494,252 524,920 512,133 512,509(10)

 実績値 人件費 19,624 21,912 23,144 16,280
 (千円)

合　計 513,876 546,832 535,277 528,789

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

公民連携の推進と事業見直し 施策 施策 総務部
(1)施策名 83202

コード 主管部課 総務課

(2)上位の政策 行政改革の推進 国保年金課

   (基本計画の節) 施設管理課

絶えず市民の視点に立った行政改革に取り組み、事業の徹 学校教育課
関係課

底的な見直しや柔軟で機能的な組織運営、民間の知恵と工
(3)節の目的

夫をいかした質の高いサービスの提供、公有財産の有効活

用と維持管理費の抑制、情報通信技術の活用を進めます。

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供し

ていけるよう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとと

もに、公の施設の管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や

(4)施策の目的・展開方向 実施主体のあり方などについて、市民の視点で根本から見直すため、事業仕分けを実施します。

いつまでに 令和 3年度

事務事業
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

民営化・委託化・指定管理者制度の導入が進んでいる
どういう状態に

特になし。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①提案型民営化制度により 提案型公共サービス民営化制度による提案に基づき民営化した事業化数を指標とすることにより、

民営化・委託化した事業 本制度の普及度合いを把握することができる。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績



構

標

、他自治体にも窓口業

委

務委託の流れが波及し

託

つつあ

る。引き続き、

・

複数年で委託すること

民

により安定的な市民サ

営

ービスを提供していく

化

こととしたい。

した事

成

業数 政

事務事業名 後期高齢者

策

医療窓口業務等の委託

・

事業 課　名 国保年金課

経

指　標 来庁者に対する

常

民間事業者の窓口受付

□

対応率 政策・経常 □政

政

策　■経常　□なし

現

策

況値 100 目標値 10

す

　

0 事業費(千円) 正職

■

員人件費(千円)
単位

経

％
実績値 100 達成率

常

100.00 予算額 1

　

1,566 3,080

□

事務事業の施策への貢

な

献度 ○高い ●普通 

し

○低い 評価 現状 実績値

現

11,566 3,08

況

0

事務事業のあり方（

る

値

事業の優先度、事業の

1

縮小や拡充等、新たな

目

事業展開など）

本事業

標

は、市民ニーズに適合

値

した質の高いサービス

1

ができている。また、

0

職員の窓口対応に要す

事

る時間が短縮され、事

業

務効率につい

ても改善

費

が図られていることか

事

(

ら今後も現状どおり推

千

進していく。

円) 正職員

事

人

務事業名 小中学校給食

件

調理業務の民間委託事

費

業 課　名 学校教育課

指

務

(

　標 円滑な給食調理業

千

務の民間委託実施校数

円

政策・経常 □政策　■

)

経常　□なし

現況値 1

単

8 目標値 18 事業費(

位

千円) 正職員人件費(

件

千円)
単位 校

実績値 1

実

8 達成率 100.00

績

予算額 379,237

値

5,720

事務事業の

事

1

施策への貢献度 ●高い

達

 ○普通 ○低い 評価

成

現状 実績値 377,9

率

73 5,720

事務事

1

業のあり方（事業の優

0

先度、事業の縮小や拡

.

充等、新たな事業展開

0

など）

本事業は学校教

0

育の充実という瀨策の

予

実現に効果的な事業と

業

算

なっているため、今後

額

も引き続き現状通り推

6

進していく。

3 2,640

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 32 2,640

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

提案件数の減少により、事業手法の見直しを行ってきた。全国の自治体に先駆けて我孫子市が最初に導入した制度であり、同様の制

度を導入している他の自治体についても提案件数は増加していない現状である。今後も他の自治体や提案審査委員会を通し、提案件

事務事業名 公共施設等包括管理業務 課　名 施設管理課

指　標 包括管理施設の保守管理の執行率 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 102,452 3,520

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 102,293 3,520

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

公共建築物の保守点検維持管理の一元管理を行うことで、点検業務の質の向上や事務負担の軽減、また、維持管理費のコスト削減が

図れる事業であるため、今後も継続すべき事

施

事

業である。

務事業名 提

事務

案

事業名 国民健康保険窓

型

口業務等の委託事業 課

公

　名 国保年金課

指　標

共

来庁者に対する民間事

策

サ

業者の窓口受付対応率

ー

政策・経常 □政策　■

ビ

経常　□なし

現況値 1

ス

00 目標値 100 事業

民

費(千円) 正職員人件

営

費(千円)
単位 ％

実績

化

値 100 達成率 100

制

.00 予算額 20,6

度

45 1,320

事務事

の

業の施策への貢献度 ○

を

推

高い ●普通 ○低い

進

評価 現状 実績値 20,

課

645 1,320

事務

　

事業のあり方（事業の

名

優先度、事業の縮小や

総

拡充等、新たな事業展

務

開など）

本事業は、提

課

案型公共サービス民営

指

化事業により先進的な

　

取り組みとして開始し



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

行政のスリム化、市民サービスの向上を図るためには、民間の活 施策の目標達成のための手法として、行政改革推進プランの推進

力を積極的に導入していかなければならない。そのための手法と 、提案型公共サービス民営化制度の活用や委託化の推進は有効で

して、提案型公共サービス民営化制度の活用や委託化の推進は有 あり、継続して取り組む必要がある。

効な手段である。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

民間活力の導入として有効な提案型公共サービス民営化制度の令 提案型公共サービス民営化制度や事業仕分けは、民間活力の導入

和元年度の募集では、３件の提案があり、審査会審査で３件採用 や事務事業の見直しに有効な手段であるが、国が検討している民

となった。また、事業仕分けでは、当初予算編成等を通して市が 間提案制度の動向を見極め制度運用の検討を行う必要がある。

課題と考えている９つの事務事業を選定し、事業仕分けを実施し

た。今後の制度運用については、国が行う民間提案制度の動向を

見極め、実施していく必要がある。

改　善　検　討 ●要 　○不要

施策展開の改善点と展開方向

提案型公共サービス民営化制度の募集は、民間提案制度にかかる国の動向を見極めながら市の制度の手直しをしていくこととし、

その間提案募集を休止する。

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 184,413 243,103 166,324 205,057(9)

 予算 人件費 59,400 45,760 44,000 39,600
 (千円)

合　計 243,813 288,863 210,324 244,657

事業費 184,413 243,103 166,324 203,322(10)

 実績値 人件費 59,400 45,760 44,000 39,600
 (千円)

合　計 243,813 288,863 210,324 242,922

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

公有財産の有効活用と適正管理 施策 施策 総務部
(1)施策名 83203

コード 主管部課 施設管理課

(2)上位の政策 行政改革の推進

   (基本計画の節)

絶えず市民の視点に立った行政改革に取り組み、事業の徹
関係課

底的な見直しや柔軟で機能的な組織運営、民間の知恵と工
(3)節の目的

夫をいかした質の高いサービスの提供、公有財産の有効活

用と維持管理費の抑制、情報通信技術の活用を進めます。

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによっ

て、公有財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行

うとともに、一層の経費の削減に取り組みます。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

公有財産を
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

売却も含めて有効に活用されている
どういう状態に

市有地の売却予定地は不整形地や市街化調整区域が多いことから売却が困難な状況です。

今後は、市有地について売却だけでなく賃貸借など多様な土地活用を検討していきます。

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①市有地（普通財産）の売 市有地（普通財産）の売却件数は、目標値として明確であるため。

却件数

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 0 1 0 1

実績値 件 1 2 1 0

達成率 0 200.00 0 0.00

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率



構

の

常　□なし

現況値 10

利

0 目標値 100 事業費

用

(千円) 正職員人件費

率

(千円)
単位 ％

実績値

政

100 達成率 100.

策

00 予算額 273 11

・

,440

事務事業の施

経

策への貢献度 ○高い 

常

●普通 ○低い 評価 現

□

状 実績値 233 11,

成

政

440

事務事業のあり

策

方（事業の優先度、事

　

業の縮小や拡充等、新

■

たな事業展開など）

公

経

共施設の品質確保の観

常

点から必要な事業であ

　

る。

□なし

す

現況

事務事業名

値

市有建築物の設計指導

7

課　名 施設管理課

指　

4

標 委託事項適正完了件

目

数（工期延長や指導書

標

交付が無いもの）/全

値

設計 政策・経常 □政策

8

　■経常　□なし

現況

0

値 100 目標値 100

る

事

事業費(千円) 正職員

業

人件費(千円)
単位 ％

費

実績値 100 達成率 1

(

00.00 予算額 87

千

6 11,440

事務事

円

業の施策への貢献度 ○

)

高い ●普通 ○低い

正

評価 現状 実績値 875

職

11,440

事務事業

員

のあり方（事業の優先

事

人

度、事業の縮小や拡充

件

等、新たな事業展開な

費

ど）

市有建築物の設計

(

指導は、市民サービス

千

を提供する建築物の仕

円

様確認や、設計図書の

)

不備を早期発見できる

単

ことから必要な事業で

位

あ

る。

％

務

実績値 74 達成率 92

事

.50 予算額 6,41

業

5 2,640

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 6,170 2,640

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

公用車の適正管理を行い、稼働率・燃費の向上を図りながら経費の削減に繋げていく。また、環境施策への貢献度も高いため、今後

も継続すべき事業である。

事務事業名 庁舎維持管理 課　名 施設管理課

指　標 保守管理の執行率 政策・経常 ■政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 196,897 8,800

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 195,448 8,800

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

老朽化した公共施設を計画的に維持更新していくうえで重要な事業である。

事務事業名 市有建築物の保全指導 課　名 施設管理課

指　標 施設台帳システムの活用 政策・経常 □政策　■経常　□

施

事

なし

現況値 100 目標

務

値 100 事業費(千円

事

) 正職員人件費(千円

業

)
単位 ％

実績値 100

名

達成率 100.00 予

公

算額 596 5,280

用

事務事業の施策への貢

車

献度 ●高い ○普通 

の

○低い 評価 現状 実績値

適

596 5,280

事務

策

正

事業のあり方（事業の

な

優先度、事業の縮小や

管

拡充等、新たな事業展

理

開など）

公共建築物を

課

計画的に維持管理・更

　

新していく上で、情報

名

の一元管理は必須であ

施

るため、今後も現状ど

設

おり推進する。

管

を

理課

指　標

事務事業名 市有建築物

事

の工事監督 課　名 施設

前

管理課

指　標 工事竣工

予

認定件数（評定６０点

約

以上）／全工事件数 政

車

策・経常 □政策　■経



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

利用見込みのない市有地の売却や賃貸借、行政財産の使用による 新たな財源を確保するうえで重要な施策である。

賃貸借・広告収入の拡充など、公有財産の有効活用を行う。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

市有地の売却や活用を検討し、売却候補地の選定を行った。 利用見込みのない普通財産の売却に向けて検討を行った。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

利用見込みのない普通財産の売却可能性調査を行い、売却可能となった資産については、積極的に売却を行うとともに、市財源確

保に努めていく。

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

情報通信技術の有効活用 施策 施策 総務部
(1)施策名 83204

コード 主管部課 情報政策課

(2)上位の政策 行政改革の推進 市民課

   (基本計画の節) 課税課

総務課
関係課

施設管理課
(3)節の目的

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

(5)施策の目標 何（誰）を対象に

どういう状態に

(6)施策実施上の

　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値

実績値

達成率

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 498,996 397,578 425,823 470,241(9)

 予算 人件費 48,840 48,840 57,640 63,800
 (千円)

合　計 547,836 446,418 483,463 534,041

事業費 498,996 397,578 425,823 463,605(10)

 実績値 人件費 48,840 48,840 57,640 63,800
 (千円)

合　計 547,836 446,418 483,463 527,405



構

行

位 件
実績値 55 達成率

率

100.00 予算額 3

（

,205 4,840

事

電

務事業の施策への貢献

子

度 ●高い ○普通 ○

入

低い 評価 現状 実績値 3

札

,205 4,840

事

件

務事業のあり方（事業

数

の優先度、事業の縮小

／

や拡充等、新たな事業

成

取

展開など）

オンライン

扱

による手続きが当たり

件

前の情勢である。令和

数

4年1月には証明書の

）

コンビニ交付を開始す

政

る予定である。

策・経常

す

□政

事務事業名 セキュリテ

策

ィ対策の実施 課　名 情

　

報政策課

指　標 セキュ

■

リティ対策のなされた

経

、ネットワークに接続

常

しているパソコン 政策

　

・経常 □政策　■経常

□

　□なし

現況値 100

な

目標値 100 事業費(

る

し

千円) 正職員人件費(

現

千円)
単位 ％

実績値 1

況

00 達成率 100.0

値

0 予算額 6,535 5

5

,280

事務事業の施

6

策への貢献度 ●高い 

目

○普通 ○低い 評価 現

標

状 実績値 6,535 5

値

,280

事務事業のあ

3

り方（事業の優先度、

事

8

事業の縮小や拡充等、

事

新たな事業展開など）

業

より強靭で利便性の高

費

いシステムを研究し導

(

入していく。

千円) 正職

事

務

員

務事業名 ＩＴリーダー

人

の育成 課　名 情報政策

件

課

指　標 研修開催回数

費

政策・経常 □政策　■

(

経常　□なし

現況値 1

千

目標値 2 事業費(千円

円

) 正職員人件費(千円

)

)
単位 回

実績値 2 達成

単

率 100.00 予算額

位

34 4,400

事務事

事

％

業の施策への貢献度 ○

実

高い ●普通 ○低い

績

評価 現状 実績値 34 4

値

,400

事務事業のあ

5

り方（事業の優先度、

6

事業の縮小や拡充等、

達

新たな事業展開など）

成

担当課の職員には難易

率

度の高い研修であるが

1

、ITリーダーとなり

業

4

うる人材に積極的に受

7

講してもらう。

.37 予算額

事務事業名 社会保障・

3

税番号制度の導入 課　

,

名 情報政策課

指　標 番

6

号制度に対応したシス

1

テムの整備 政策・経常

6

□政策　■経常　□な

9

し

現況値 100 目標値

,

100 事業費(千円)

6

正職員人件費(千円)

8

単位 ％
実績値 100 達

0

成率 100.00 予算

事

額 12,336 6,6

務

00

事務事業の施策へ

事

の貢献度 ●高い ○普

業

通 ○低い 評価 現状 実

の

績値 12,336 6,

施

600

事務事業のあり

策

方（事業の優先度、事

へ

業の縮小や拡充等、新

の

たな事業展開など）

国

貢

の制度に合わせて遅れ

献

ることなく進めていく

度

。

○高い ●

事務事業名 通

普

信インフラの整備 課　

通

名 情報政策課

指　標 公

 

衆無線ＬＡＮが整備さ

○

れた数 政策・経常 ■政

低

策　■経常　□なし

現

い

況値 2 目標値 5 事業費

評

(千円) 正職員人件費

価

(千円)
単位 個所

実績

現

値 5 達成率 100.0

状

0 予算額 5,996 1

実

,320

事務事業の施

績

策への貢献度 ○高い 

値

●普通 ○低い 評価 現

3

状 実績値 4,407 1

,

,320

事務事業のあ

5

り方（事業の優先度、

3

事業の縮小や拡充等、

9

新たな事業展開など）

9

今後も必要に応じ公衆

,

無線LANの整備を検

6

討していく。

80

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

引続き電子調達システムの有効活用を推進していく。

事務事業名 電話システム(ＩＰ電話）の管理 課　名 施設管理課

指　標 ＩＰ電話システムの保守の実施率 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 19,656 6,160

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 19,295 6,160

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

常に安定した電話システムの運営、通信運搬費を削減していくために必要不可欠な事業である。

事務事業名 電算システムの運用 課　名 情報政策課

指　標 ＳＬＡ達成水準 政策・経常 ■政策　■経常　□なし

現況値 99 目標値 100 事業費(

施

事

千円) 正職員人件費(

務

千円)
単位 ％

実績値 9

事

9 達成率 99.00 予

業

算額 407,775 1

名

9,360

事務事業の

電

施策への貢献度 ●高い

子

 ○普通 ○低い 評価

調

現状 実績値 403,3

達

86 19,360

事務

シ

事業のあり方（事業の

策

ス

優先度、事業の縮小や

テ

拡充等、新たな事業展

ム

開など）

令和4年1月

の

に基幹システムの刷新

運

を予定しており、コン

用

ビニ交付などの新たな

課

事業展開を進める。

　名 総

を

務課

指

事務事業名 行政手

　

続の電子化推進 課　名

標

情報政策課

指　標 電子

電

サービスの数 政策・経

子

常 □政策　■経常　□

入

なし

現況値 55 目標値

札

55 事業費(千円) 正

執

職員人件費(千円)
単



構

経常 □政策　■経常　

成

□なし

現況値 13 目標

す

値 15 事業費(千円)

る

正職員人件費(千円)

事

単位 ％
実績値 28 達成

務

率 186.67 予算額

事

410 2,640

事務

業

事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 410 2,640

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

国・県の推進方針に基づき運用する事業のため縮小等や拡充は難しい。

事務事業名 自動交付機設置業務 課　名 市民課

指　標 自動交付機利用率（窓口受付との対比） 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 27.1 目標値 28 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 %

実績値 27.1 達成率 96.79 予算額 10,678 3,520

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 10,458 3,520

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

時間外や休日等の利便性の良さから平日に来庁できない市民を中心に需要が高い。窓口の効率化を図るため、引続き事業を推進して

いく。

施

事務事業名 電子申告サ

策

ービス事業 課　名 課税

を

課

指　標 実施率 政策・



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

改　善　検　討

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



現で情報を提供していく

。

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①財政調整基金の年度末残 財源不足に対する財源調整機能を持つ財政調整基金の残高を確保することは中長期的な財政運営を

高 行ううえで重要な要素であるため。

②市ウェブサイトの財政情 市の財政情報についての問い合わせ及び照会の件数であるため。

報への年間アクセス数

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 2,200,000 2,200,000 2,200,000 2,200,000

実績値 千円 2,821,500 2,356,100 2,072,000 2,126,000

達成率 128.25 107.10 94.18 96.64

②

目標値 7,000 8,000 8,000 9,000

実績値 件 12,905 15,400 18,866 23,891

達成率 184.36 192.50 235.83 265.46

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 1,293 11,060 5,086 4,356(9)

 予算 人件費 7,216 10,208 9,328 8,976
 (千円)

合　計 8,509 21,268 14,414 13,332

事業費 1,293 11,060 5,086 4,356(10)

 実績値 人件費 7,216 10,208 9,328 8,976
 (千円)

合　計 8,509 21,268 14,414 13,332

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

中期財政計画の策定と財政情報の提供 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83301

コード 主管部課 財政課

(2)上位の政策 効率的・効果的な財政運営

   (基本計画の節)

自立した都市として持続的発展ができるよう、一層の財源
関係課

確保に努めます。さらに、経常的経費の節減に努め、投資
(3)節の目的

的経費の重点的・効果的配分をはかり、長期的展望に立っ

た健全で持続可能な財政運営をすすめます。

社会経済状況や国の制度改正、市の決算状況などを踏まえ変動する税収等の財源を的確にとらえ、

新たに発生する行政需要等に適切に対応していくため、毎年当初予算編成後に中期財政計画の見直

しを行います。また、市民が市の財政状況を十分理解し、予算編成過程をはじめとした市政の場に

(4)施策の目的・展開方向 積極的に参加できるよう、よりわかりやすい内容で財政情報を提供していきます。

いつまでに 令和 3年度

中期財政計画
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

毎年見直され、より精度が高まっている
どういう状態に

　中期財政計画については、社会経済状況や国の制度改正に伴って変動する税収等の財源を的確に

捉え、新たに発生する行政需要に適切に対応する計画とするため、毎年度、当初予算編成後に計画

の見直しを行う。
(6)施策実施上の

　財政情報の提供では、市の財政状況について関心を持ってもらえるよう、予算・決算の状況や統
　 課題と対応

一的な基準による財務書類の分析などにおいて、分かりやすく、平易な表



構

ームページへのアクセ

成

ス件数 政策・経常 □政

す

策　□経常　■なし

現

る

況値 18,866 目標

事

値 3,000 事業費(

務

千円) 正職員人件費(

事

千円)
単位 件

実績値 2

業

3,891 達成率 796.37 予算額 0 4,136

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 4,136

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市の財政状況を広く市民等に知ってもらうため、現状通り推進していく必要がある。

事務事業名 中期財政計画の見直し 課　名 財政課

指　標 計画２年度・３年度の経常収支の平均 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 △28 目標値 10 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 百万円

実績値 122 達成率 1220.00 予算額 0 3,520

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 3,520

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

健全で持続可能な財政運営を進めるためには、今後も中期財政計画の見直しを毎年度行い、中期的な財政状況の見通しを立てていく

ことが重要である。

事務事業名 統一的な基準による地方公会計の整備 課　名 財政課

指　標 進捗率（財

施

事

務書類等の作成・公表

務

） 政策・経常 □政策　

事

■経常　□なし

現況値

業

0 目標値 100 事業費

名

(千円) 正職員人件費

財

(千円)
単位 ％

実績値

政

100 達成率 100.

情

00 予算額 4,356

報

1,320

事務事業の

の

施策への貢献度 ○高い

策

提

 ●普通 ○低い 評価

供

現状 実績値 4,356

課

1,320

事務事業の

　

あり方（事業の優先度

名

、事業の縮小や拡充等

財

、新たな事業展開など

政

）

市の財政状況をさま

課

ざまな視点から分析し

指

、今後の財政運営に活

　

用するとともに、市民

を

標

への説明責任を果たし

財

ていくため、統一的な

政

基準による財務書類を

情

作成していく必要があ

報

る。

に関するホ



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

 計画的な財政運営を行い、第９期実施計画に計上された事業を 　厳しい財政状況の中、自立した持続可能な財政運営を行い、市

確実に実施していく上で、中期財政計画を策定することは重要で 民の安全・安心な生活を支える事業を展開するうえで、中期財政

ある。 計画は中期的な財政運営の指針として必要不可欠と考える。

　また、市の厳しい財政状況を市民に説明していく上で、財政情

報の提供は欠かせない。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　中期財政計画は、財政運営の健全性を確保するための指針とし 　社会情勢や経済動向、国の制度改正に注視し、市の中期的な指

て、また基本計画の諸施策・実施計画に位置付けられた事業の実 針としてより正確な中期財政計画が策定できるよう引き続き努め

現のための財政的な担保を示すものとして、必要不可欠なもので る。また、市民の理解が得られるよう、今後も適切な財政情報の

ある。新たに発生する行政需要等に適切に対応していくため、毎 提供を行っていく。

年度見直しを行うことで、より精度の高い計画を目指す。

　財政情報の提供については、市ホームページや広報で、よりわ

かり易い内容とするよう心掛け、市民の市政への参加意識の高揚

を図る。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



事業の集中と選択を継続的に行っていく。
　 課題と対応

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①経常収支比率 経常収支比率は、経常経費充当一般財源と経常一般財源の比であり、投資的経費に充当可能な財源

を明らかにし、財政状況の弾力性を示す指標となっているため。

②実質公債費比率 実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を数値として計ることができるため。

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 93 92 92 92

実績値 ％ 96.4 95.9 95.3 94.9

達成率 96.47 95.93 96.54 96.94

②

目標値 1.5 1.5 1.5 2

実績値 ％ 1.3 1.3 1.1 0.8

達成率 115.38 115.38 136.36 250.00

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 10,307 167,533 323,655 337,477(9)

 予算 人件費 39,160 37,840 38,280 40,040
 (千円)

合　計 49,467 205,373 361,935 377,517

事業費 10,307 167,533 323,655 321,801(10)

 実績値 人件費 39,160 37,840 38,280 40,040
 (千円)

合　計 49,467 205,373 361,935 361,841

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

経常的経費の削減と投資的経費の重点 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83302

的・効果的配分 コード 主管部課 財政課

(2)上位の政策 効率的・効果的な財政運営

   (基本計画の節)

自立した都市として持続的発展ができるよう、一層の財源
関係課

確保に努めます。さらに、経常的経費の節減に努め、投資
(3)節の目的

的経費の重点的・効果的配分をはかり、長期的展望に立っ

た健全で持続可能な財政運営をすすめます。

限られた財源の中で多様化する市民ニーズを的確に反映させながら、効率的・効果的な財政運営を

行います。経常的経費については、事業仕分けや行政評価などと連動して、事業の選択と集中や事

業手法の見直しを行い、人件費も含め、より一層の経費の削減に努めます。投資的経費については

(4)施策の目的・展開方向 、事業の必要性や優先度の視点で事業を選択し、重点的・効果的な配分を図っていきます。

いつまでに 令和 3年度

経常的経費と投資的経費
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

経常的経費が削減され、投資的経費が重点的・効果的に配分されている
どういう状態に

　少子高齢化社会の進展に伴い、扶助費・特別会計への繰出金などの社会保障関係の経費や市債の

償還に伴う公債費など義務的経費が増加傾向にあるため、他の経常的経費を極力抑制していく。

　一方で、事業の廃止・縮小は、市民生活に大きな影響を及ぼす場合もあるため、市民のニーズを
(6)施策実施上の

的確に把握しながら優先順位を明確にし、



構

標

％
実績値 100 達成率

の

100.00 予算額 3

一

33,205 7,04

つ

0

事務事業の施策への

で

貢献度 ●高い ○普通

あ

 ○低い 評価 現状 実績

る

値 317,997 7,

経

040

事務事業のあり

常

方（事業の優先度、事

収

業の縮小や拡充等、新

成

支

たな事業展開など）

流

比

用を含む予算執行をは

率

じめ、財務規則の改正

政

や各種調査事務、長期

策

資金計画、北千葉広域

・

水道企業団の事務など

経

、財政運営上必要

不可

常

欠な事業である。

□政

す

策　■経常　□なし

現

る

況値 95.9 目標値 9

事

4.8 事業費(千円)

務

正職員人件費(千円)

事

単位 ％
実績値 94.9

業

達成率 99.89 予算額 741 22,440

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 464 22,440

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市の財政運営上の根幹をなす事業であり、今後も優先的に実施していく必要がある。

事務事業名 債務負担行為支払事務 課　名 財政課

指　標 債務負担行為のうち新規委託等用地取得費分（３年間の平均） 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 0.04 目標値 0.6 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 億円

実績値 0 達成率 0 予算額 3,006 880

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 3,006 880

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

複数年度にまたがる事業を安定的に行うために必要な事業である。

事務事業名 決算事務 課　名 財政課

指　標 当該年度経常収支比率 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 95.9 目標値 94.8 事業費(千円) 正

施

事

職員人件費(千円)
単

務

位 ％
実績値 94.9 達

事

成率 99.89 予算額

業

525 9,680

事務

名

事業の施策への貢献度

予

●高い ○普通 ○低

算

い 評価 現状 実績値 33

編

4 9,680

事務事業

成

のあり方（事業の優先

課

度、事業の縮小や拡充

策

　

等、新たな事業展開な

名

ど）

市の財政運営上の

財

根幹をなす事業であり

政

、今後も優先的に実施

課

していく必要がある。

指　標 財政

を

構

事務事業名 財政

造

事務 課　名 財政課

指　

の

標 進捗率(会議等へ出

弾

席した回数・期限内に

力

提出した調査件数/会

性

議等の 政策・経常 □政

を

策　■経常　□なし

現

測

況値 100 目標値 10

る

0 事業費(千円) 正職

指

員人件費(千円)
単位



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　経常的経費の削減については、全ての事業が見直しの対象であ 　限られた財源の中で、歳入に見合った歳出が予算の基本である

り、ゼロベースで見直していくことが必要である。所管課に対し ということを職員に再認識させ、事業の選択と集中、事業手法の

ては、事業を効率的に実施する方針を模索し、事業費の削減に努 見直しを進めていく。

めるよう指導していく。 　また、政策的経費についても、全体では多大な要求となるため

、厳しく査定していく必要がある。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　経常的経費の削減については、全ての事業が見直しの対象であ 　限られた予算の中で、社会経済情勢や市民ニーズに対応した適

り、ゼロベースで見直していくことが必要である。 正な予算措置となるよう、今後も努めて行く。

　予算編成ヒアリングなどにおいて、厳しい財政状況を周知する

とともに、事業の見直しとさらなる効率化を行うよう指導した。

　今後も経常経費の削減に努めていく。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



が求められる。
　 課題と対応

　そのため、市税をはじめ、国・県補助金等やふるさと納税寄附金など、歳入の確保に向けた取り

組みを積極的に進めていく。

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①市税（現年課税分）の徴 現年課税分の徴収率は、市の歳入に大きく影響するため

収率

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 98.4 98.5 98.6 98.7

実績値 ％ 98.9 98.9 98.9 98.8

達成率 100.51 100.41 100.30 100.10

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 188,479 3,364,676 3,610,174 3,856,716(9)

 予算 人件費 353,848 363,616 351,560 323,400
 (千円)

合　計 542,327 3,728,292 3,961,734 4,180,116

事業費 188,479 3,364,676 3,610,174 3,836,483(10)

 実績値 人件費 353,848 363,616 351,560 323,400
 (千円)

合　計 542,327 3,728,292 3,961,734 4,159,883

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

財源の確保 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 83303

コード 主管部課 財政課

(2)上位の政策 効率的・効果的な財政運営 収税課

   (基本計画の節) クリーンセンター

自立した都市として持続的発展ができるよう、一層の財源 課税課
関係課

確保に努めます。さらに、経常的経費の節減に努め、投資 施設管理課
(3)節の目的

的経費の重点的・効果的配分をはかり、長期的展望に立っ

た健全で持続可能な財政運営をすすめます。

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図ると

ともに、市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進

するなど、歳入の確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正

(4)施策の目的・展開方向 化を国に働きかけていくとともに、国・県支出金や市債については、情報収集に努め有効に活用し

ます。

いつまでに 令和 3年度

自主財源と依存財源
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

自主財源を確保するとともに、依存財源を有効に活用している
どういう状態に

　歳入の根幹である市税は、個人市民税の一人あたりの所得割額の減少や、公示地価の下落などに

よる固定資産税の減少により減額傾向にある。一方で、歳出においては、私立保育園委託料などの

扶助費や、介護保険・後期高齢者医療特別会計への繰出金などの社会保障関係経費が年々増加して
(6)施策実施上の

おり、財源確保に向けた取り組みの強化



構

策

68 4,840

事務事

・

業の施策への貢献度 ○

経

高い ●普通 ○低い

常

評価 現状 実績値 3,1

□

91,768 4,84

政

0

事務事業のあり方（

策

事業の優先度、事業の

　

縮小や拡充等、新たな

■

事業展開など）

収入と

経

支出の年度間調整や世

成

常

代間負担の公平性の確

　

保、財源の確保など、

□

安定的な財政運営を進

な

めるために必要な事業

し

である。

現況値 10

事務事

す

0

業名 補助金事務 課　名

目

財政課

指　標 一般会計

標

予算総額に対して、施

値

策的補助金が占める割

1

合 政策・経常 □政策　

0

■経常　□なし

現況値

0

2.6 目標値 2.5 事

事

業費(千円) 正職員人

業

件費(千円)
単位 ％

実

費

績値 2.4 達成率 10

る

(

4.17 予算額 70 2

千

,200

事務事業の施

円

策への貢献度 ○高い 

)

●普通 ○低い 評価 現

正

状 実績値 42 2,20

職

0

事務事業のあり方（

員

事業の優先度、事業の

人

縮小や拡充等、新たな

件

事業展開など）

適切な

費

財政運営を進めるにあ

事

(

たり、補助金の適正な

千

執行が必要不可欠であ

円

る。

)
単位 ％

実

事務事業名

績

受益者負担の見直し 課

値

　名 財政課

指　標 原価

務

1

計算の実施率 政策・経

0

常 □政策　□経常　■

0

なし

現況値 100 目標

達

値 100 事業費(千円

成

) 正職員人件費(千円

率

)
単位 ％

実績値 100

1

達成率 100.00 予

0

算額 0 2,200

事務

0

事業の施策への貢献度

.

○高い ●普通 ○低

事

0

い 評価 現状 実績値 0 2

0

,200

事務事業のあ

予

り方（事業の優先度、

算

事業の縮小や拡充等、

額

新たな事業展開など）

3

引き続き毎年度原価計

,

算等を実施し、受益者

5

負担の適正化を図って

0

いく必要がある。

0

業

3,520

事務事業名 ふるさと

事

納税の推進 課　名 財政

務

課

指　標 ふるさと納税

事

寄附金額 政策・経常 ■

業

政策　□経常　□なし

の

現況値 7,405 目標

施

値 15,000 事業費

策

(千円) 正職員人件費

へ

(千円)
単位 千円

実績

の

値 29,056 達成率

貢

193.71 予算額 9

献

,137 1,672

事

度

務事業の施策への貢献

●

度 ○高い ●普通 ○

高

低い 評価 現状 実績値 8

い

,570 1,672

事

 

務事業のあり方（事業

○

の優先度、事業の縮小

普

や拡充等、新たな事業

通

展開など）

ふるさと納

 

税は、財源の確保や地

○

域の活性化などに効果

低

があるため、必要な事

い

業である。

評価 現状 実

事務

績

事業名 個人住民税賦課

値

課　名 課税課

指　標 課

2

税客体に対して適性に

,

課税した割合 政策・経

8

常 □政策　■経常　□

0

なし

現況値 100 目標

0

値 100 事業費(千円

3

) 正職員人件費(千円

,

)
単位 ％

実績値 99.

5

99 達成率 99.99

2

予算額 31,045 8

0

8,880

事務事業の

事

施策への貢献度 ○高い

務

 ●普通 ○低い 評価

事

現状 実績値 26,54

業

7 88,880

事務事

の

業のあり方（事業の優

あ

先度、事業の縮小や拡

り

充等、新たな事業展開

方

など）

法規、法令に基

（

づき課税を行うため、

事

事業の縮小や新たな事

業

業展開は困難である。

の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

公有財産の利活用を推進していく上で重要な事業である。

事務事業名 基金の管理事務 課　名 財政課

指　標 財政調整基金の年度末残高 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 2,083 目標値 2,100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 百万円

実績値 2,126 達成率 101.24 予算額 456,404 1,056

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 451,300 1,056

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

年度間の財源の不均衡の調整や不測の事態に対応するために必要な事業である。

事務事業名 交付税事務 課　名 財政課

指　標 期限内に回答できた件数/問い合わせ件数 政策・経常 □政策　□経常　■なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単

施

事

位 ％
実績値 100 達成

務

率 100.00 予算額

事

0 4,400

事務事業

業

の施策への貢献度 ○高

名

い ●普通 ○低い 評

財

価 現状 実績値 0 4,4

産

00

事務事業のあり方

管

（事業の優先度、事業

理

の縮小や拡充等、新た

課

な事業展開など）

財源

策

　

確保にあたり重要な役

名

割を担っていることか

施

ら、引き続き正確に交

設

付税の算定を行ってい

管

く必要がある。

理課

指　標

を

適

事務事業名 起債事務 課

正

　名 財政課

指　標 新規

に

市債の実発行額 政策・

管

経常 □政策　■経常　

理

□なし

現況値 32 目標

し

値 31 事業費(千円)

た

正職員人件費(千円)

割

単位 億円
実績値 22.

合

6 達成率 137.17

政

予算額 3,191,7



構

・

位 　％
実績値 99.9

経

達成率 99.90 予算

常

額 371 5,280

事

□

務事業の施策への貢献

政

度 ○高い ●普通 ○

策

低い 評価 現状 実績値 3

　

71 5,280

事務事

■

業のあり方（事業の優

経

先度、事業の縮小や拡

常

充等、新たな事業展開

成

　

など）

法令に基づき課

□

税を行うため、事業の

な

縮小や拡充等は難しい

し

。

現況値 10

事務事業名 税

0

制改正事業 課　名 課税

す

目

課

指　標 改正すべき事

標

項の改正割合 政策・経

値

常 □政策　■経常　□

1

なし

現況値 100 目標

0

値 100 事業費(千円

0

) 正職員人件費(千円

事

)
単位 %

実績値 100

業

達成率 100.00 予

費

算額 1,211 3,5

(

20

事務事業の施策へ

る

千

の貢献度 ●高い ○普

円

通 ○低い 評価 現状 実

)

績値 1,218 3,5

正

20

事務事業のあり方

職

（事業の優先度、事業

員

の縮小や拡充等、新た

人

な事業展開など）

公平

件

で適正な課税を行う上

費

で、税制改正事業の施

(

策への貢献度、優先度

事

千

は非常に高い。

円)
単位 %

実

事務事業名 税証明発行

績

業務事業 課　名 課税課

値

指　標 証明請求者に対

1

する証明書発行割合 政

務

0

策・経常 □政策　■経

0

常　□なし

現況値 10

達

0 目標値 100 事業費

成

(千円) 正職員人件費

率

(千円)
単位 %

実績値

1

100 達成率 100.

0

00 予算額 2,768

0

16,720

事務事業

.

の施策への貢献度 ●高

0

い ○普通 ○低い 評

事

0

価 現状 実績値 2,67

予

9 16,720

事務事

算

業のあり方（事業の優

額

先度、事業の縮小や拡

8

充等、新たな事業展開

6

など）

市民が各種申請

7

に税証明書を添付のた

,

め必要としている以上

0

、証明書の発行は、市

4

としての責務であり施

業

0

策への貢献度、事業の

事

優先

度は、ともに高い

務

。

事業の施策

事務事業名 軽

へ

自動車税の賦課・調定

の

課　名 課税課

指　標 課

貢

税客体に対して適性に

献

課税した割合 政策・経

度

常 □政策　■経常　□

●

なし

現況値 100 目標

高

値 100 事業費(千円

い

) 正職員人件費(千円

 

)
単位 ％

実績値 100

○

達成率 100.00 予

普

算額 3,280 13,

通

200

事務事業の施策

 

への貢献度 ●高い ○

○

普通 ○低い 評価 現状

低

実績値 3,083 13

い

,200

事務事業のあ

評

り方（事業の優先度、

価

事業の縮小や拡充等、

現

新たな事業展開など）

状

軽自動車税は市税収入

実

の重要な税目であるた

績

め、車両の異動処理を

値

適正に行い賦課する必

8

要があることから、事

0

業の施策への貢献度

及

7

び優先度は高い。

,040

事務

事務事業名 家屋の調

事

査・評価 課　名 課税課

業

指　標 家屋の調査及び

の

評価の進捗率 政策・経

あ

常 □政策　■経常　□

り

なし

現況値 100 目標

方

値 100 事業費(千円

（

) 正職員人件費(千円

事

)
単位 %

実績値 100

業

達成率 100.00 予

の

算額 10,051 21

優

,824

事務事業の施

先

策への貢献度 ●高い 

度

○普通 ○低い 評価 現

、

状 実績値 9,714 2

事

1,824

事務事業の

業

あり方（事業の優先度

の

、事業の縮小や拡充等

縮

、新たな事業展開など

小

）

法律で定められた課

や

税業務であり、引き続

拡

き市の財政確保のため

充

継続して業務を行う。

等、新たな事業展開など）

法律で定められた課税業務であり、迅速かつ適正に評価を行い課税し、市の財源確保に努める。

事務事業名 固定資産税・都市計画税賦課事業 課　名 課税課

指　標 固定資産税・都市計画税の賦課割合 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 4,686 15,840

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 4,497 15,840

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

固定資産税・都市計画税は歳入の根幹をなす税目であり、この賦課事業は財源確保の観点から非常に優先度は高い。

事務事業名 土地の調査・評価 課　名 課税課

指　標 土地の利用変更（分合筆約1300筆）や所有権移転のあった土地の適正 政

施

事

策・経常 □政策　■経

務

常　□なし

現況値 10

事

0 目標値 100 事業費

業

(千円) 正職員人件費

名

(千円)
単位 %

実績値

償

100 達成率 100.

却

00 予算額 36,22

資

3 26,048

事務事

産

業の施策への貢献度 ○

評

高い ●普通 ○低い

策

価

評価 現状 実績値 35,

課

919 26,048

事

　

務事業のあり方（事業

名

の優先度、事業の縮小

課

や拡充等、新たな事業

税

展開など）

現状維持

課

指　標

を

償却

事務事業名 法人市

資

民税・たばこ税の賦課

産

・調定 課　名 課税課

指

の

　標 法人市民税の適正

評

課税割合 政策・経常 □

価

政策　■経常　□なし

率

現況値 100 目標値 1

政

00 事業費(千円) 正

策

職員人件費(千円)
単



構

常

い 評価 現状 実績値 6,

□

562 11,000

事

政

務事業のあり方（事業

策

の優先度、事業の縮小

　

や拡充等、新たな事業

■

展開など）

ごみ手数料

経

と粗大ごみ手数料の徴

常

収率は100％である

　

が、し尿手数料が94

□

.76％となっている

成

な

ため、今後も督促の通

し

知を行い徴収率を

高め

現

ていく。

況値 98.78

す

目標値 99 事業費(千

る

円) 正職員人件費(千

事

円)
単位 %

実績値 98

務

.78 達成率 99.7

事

8 予算額 84,623

業

24,640

事務事業の施策への貢献度 ●高い ○普通 ○低い 評価 現状 実績値 77,112 24,640

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

市の予算に直結している

事務事業名 市税の滞納整理 課　名 収税課

指　標 滞納繰越分徴収率（徴収税額÷調定額） 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 32.21 目標値 33.38 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 %

実績値 34.9 達成率 104.55 予算額 12,311 58,960

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 11,638 58,960

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

現行どおり推進していく。

事務事業名 公金徴収一元化の実施 課　名 収税課

指　標 債権回収移管者に対する処理率 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 100 目標値 100 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 ％

実績値 100 達成率 100.00 予算額 2,598 10,560

事務

施

事

事業の施策への貢献度

務

●高い ○普通 ○低

事

い 評価 現状 実績値 2,

業

583 10,560

事

名

務事業のあり方（事業

市

の優先度、事業の縮小

税

や拡充等、新たな事業

の

展開など）

回収が困難

収

な事案について、各担

納

当課と協議のうえ移管

策

課

し市債権の回収を図る

　

。

名 収税課

指

事務事業名 清

　

掃手数料の徴収事業 課

標

　名 クリーンセンター

市

指　標 徴収率 政策・経

を

税

常 □政策　■経常　□

の

なし

現況値 98.32

徴

目標値 99.4 事業費

収

(千円) 正職員人件費

率

(千円)
単位 ％

実績値

　

99.48 達成率 10

政

0.08 予算額 6,5

策

84 11,000

事務

・

事業の施策への貢献度

経

○高い ●普通 ○低



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　安定した財政運営を行うためには、市税をはじめとした自主財 　厳しい財政状況の中で、財源の確保は重要な課題となっている

源の確保が必要である。国・県支出金などの特定財源については 。

、情報収集に努め、法令や制度等を精査した上で積極的に活用し 　適正な課税、収納管理を基本とした市税の確保とともに、税外

ていく。 収入を含めた滞納債権の回収を進めていく。

　また、国・県支出金などの特定財源や使用料・手数料、事業に

伴い生じる諸収入の確保など、様々な歳入の確保策を講じていく

必要がある。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

　滞納整理の促進やコンビニ収納などの取り組みにより、歳入の 　安定した財政運営に必要な財源を確保するため、今後も引き続

根幹をなす市税のより一層の確保に努めるとともに、市税以外の き様々な取り組みを行っていく。

収入についても、ふるさと納税の推進や公金徴収一元化の取り組

み、国県補助金等の積極的な活用を図るなど、財源の一層の確保

に努めた。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



となるため。

いる自治体数

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 11 11 11 11

実績値 か所 10 10 10 10

達成率 90.91 90.91 90.91 90.91

②

目標値 2 2 2 2

実績値 団体 2 2 2 2

達成率 100.00 100.00 100.00 100.00

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 0 0 275 148(9)

 予算 人件費 88 88 4,224 2,904
 (千円)

合　計 88 88 4,499 3,052

事業費 0 0 275 74(10)

 実績値 人件費 88 88 4,224 2,904
 (千円)

合　計 88 88 4,499 2,978

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

公共施設の相互利用の推進 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 84001

コード 主管部課 企画課

(2)上位の政策 広域行政の推進

   (基本計画の節)

効率的な行政運営を図るため、近隣自治体間での公共施設
関係課

相互利用を進める。
(3)節の目的

市民サービスの向上を図るため、柏市、流山市と行っている住民票などの共同発行を引き続き推進

するとともに、公共施設等総合管理計画における広域連携の考え方を踏まえながら、柏市や流山市

、取手市、利根町と一部施設で行っている公共施設の相互利用を拡大します。

(4)施策の目的・展開方向

いつまでに 令和 3年度

市民
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

利用できる近隣自治体の公共施設が増えている
どういう状態に

　公共施設の相互利用について、各近隣市町とのまちづくり協議会を通して検討を行い、取手市や

利根町と体育施設や図書館の相互利用を実施しているが、印西市との公共施設相互利用は難しく、

実現に至っていない。市民サービスの向上につながるようさらなる公共施設の相互利用について近
(6)施策実施上の

隣市町と協議していく。
　 課題と対応

 なお、平成29年度から、事務事業評価表は、各まちづくり連絡協議会に統合する。

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①相互利用している他自治 「相互利用している公共施設数」そのものが直接的な指標となるため。

体の公共施設数

②窓口業務を共同で行って 窓口業務を共同で行っている自治体数そのものが、直接的な指標



構

新たに利用できる公共

成

施設の数 政策・経常 □

す

政策　■経常　□なし

る

現況値 0 目標値 1 事業

事

費(千円) 正職員人件

務

費(千円)
単位 件

実績

事

値 0 達成率 0.00 予

業

算額 148 2,904

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 74 2,904

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

公共施設の老朽化に伴う更新費用は、大きな財政負担となる。厳しい財政状況の中で効率的・効果的な行政運営を進めるため、近隣

自治体と連携し公共施設の相互利用を実施していく。

施

事務事業名 近隣市等と

策

のまちづくり連絡協議

を

会 課　名 企画課

指　標



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

人口が減少し、自治体の財政状況も厳しくなる中、効率的・効果 行財政の効率化を図るためには、市域を超えた公共施設の共同設

的な行政運営を行っていくためには、市域を超えた共同設置や相 置や相互利用の検討が必要である。

互利用が求められている。その検討の一つとして、東葛６市で設

置する東葛広域行政連絡協議会において引き続き、公共施設の相

互利用をテーマとした研究を行う。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

人口減少、少子高齢化が進む中、今後も厳しい財政状況が続くこ 行財政の効率化を図るため、より一層、本施策への取り組みが必

とが見込まれている。効率的・効果的な行政運営を進めていくに 要である。

は、共同設置や相互利用が求められている。東葛６市で設置する

東葛広域行政連絡協議会において公共施設の相互利用について研

究を行った。引き続き６市において行政課題について研究してい

く必要がある。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向



的に活用するのに有効な手段であることから、近隣自治体や周辺住民との連携
　 課題と対応

を密にしながら、引き続き進めていく必要がある。

施
　
策
　
指
　
標

(7)指標 指標の設定理由

①各まちづくり協議会で実 近隣自治体との事業の達成率を指標とすることで、広域的な対応の度合いが分かるため。

施する事業の達成率

(8)指標の目標値
単位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

   と実績値

①

目標値 100 100 100 100

実績値 ％ 100 100 100 100

達成率 100.00 100.00 100.00 100.00

②

目標値

実績値

達成率

③

目標値

実績値

達成率

財
　
　
源

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事業費 95,083 111,495 110,982 110,814(9)

 予算 人件費 19,008 16,016 11,088 8,712
 (千円)

合　計 114,091 127,511 122,070 119,526

事業費 95,083 111,495 110,982 110,778(10)

 実績値 人件費 19,008 16,016 11,088 8,712
 (千円)

合　計 114,091 127,511 122,070 119,490

様式第２号

施策評価表（平成31年度）

１．施策評価を行うための基本情報

施
　
策
　
内
　
容

近隣自治体との連携強化 施策 施策 企画財政部
(1)施策名 84002

コード 主管部課 企画課

(2)上位の政策 広域行政の推進

   (基本計画の節)

関係機関や周辺住民との連携をはかるとともに、関係する
関係課

市町それぞれの主体性と個性を大切にしながら、広域的な
(3)節の目的

つながりを一層強化します。また、国・県との連携もより

強め、共通の課題に取り組んでいきます。

手賀沼の浄化、ごみ処理、消防、医療、防災、観光振興、公共交通の利便性向上などの広域的な課

題に対応するため、近隣自治体や関係機関、周辺住民との連携を強化します。また、東葛中部地区

総合開発事務組合が運営しているウイングホール柏斎場の効率的な運営を促進します。また、平成

(4)施策の目的・展開方向 ２６年４月から指定管理者（社会福祉法人大久保学園）が運営する障害者支援施設みどり園につい

ては、事業者と連携しながら管理運営の適正化を図っていきます。

いつまでに 令和 3年度

広域的な課題
(5)施策の目標 何（誰）を対象に

近隣自治体等との連携によって、解決に向けた対応が進められている。
どういう状態に

　広域での事務の共同処理は、東葛中部地区総合開発事務組合が運営しているウイングホール柏斎

場、障害者支援施設みどり園で行っている。今後、人口減少・高齢化が加速する中、特にウイング

ホール柏斎場は、施設の老朽化に計画的に対応していく必要がある。広域での事務共同は、限られ
(6)施策実施上の

た人員や財源を効率



構

捗

2 達成率 200.00

率

予算額 400 1,67

政

2

事務事業の施策への

策

貢献度 ○高い ●普通

・

 ○低い 評価 現状 実績

経

値 400 1,672

事

常

務事業のあり方（事業

□

の優先度、事業の縮小

政

や拡充等、新たな事業

策

展開など）

今後の事業

成

　

規模、事業内容につい

□

ては、各関連団体と協

経

議中である。

常　■なし

事

現

務事業名 柏レイソルホ

況

ームタウン事業 課　名

す

値

企画課

指　標 我孫子ホ

0

ームタウンデーの開催

目

回数 政策・経常 □政策

標

　■経常　□なし

現況

値

値 1 目標値 1 事業費(

2

千円) 正職員人件費(

0

千円)
単位 回

実績値 1

事

達成率 100.00 予

業

算額 115 704

事務

費

事業の施策への貢献度

る

(

○高い ●普通 ○低

千

い 評価 現状 実績値 79

円

704

事務事業のあり

)

方（事業の優先度、事

正

業の縮小や拡充等、新

職

たな事業展開など）

農

員

産物直売所を運営する

人

あびベジやインフォメ

件

ーションセンターの指

費

定管理者、ボランティ

事

(

アスタッフなどと連携

千

し、引き続き我孫

子市

円

のＰＲ事業として実施

)

していきたい。

単位 ％
実績値

事務事業名 手賀沼・手

務

1

賀川活用推進協議会 課

0

　名 企画課

指　標 アク

達

ションプランに位置付

成

けられた広域連携にか

率

かる施策のうち、具 政

5

策・経常 □政策　■経

0

常　□なし

現況値 20

.

目標値 20 事業費(千

0

円) 正職員人件費(千

0

円)
単位 %

実績値 40

事

予

達成率 200.00 予

算

算額 0 2,728

事務

額

事業の施策への貢献度

0

○高い ●普通 ○低

1

い 評価 現状 実績値 0 2

7

,728

事務事業のあ

6

り方（事業の優先度、

事

事業の縮小や拡充等、

務

新たな事業展開など）

事

手賀沼・手賀川地域の

業

業

活性化に向けては関係

の

団体間の情報共有や事

施

業実施に向けた協議を

策

行う必要があることか

へ

ら、引き続き柏市、

印

の

西市、千葉県、国土交

貢

通省と連携しながら取

献

り組む。

度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 0 176

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

今後他市との連携事業を継続しながら推進していく。

事務事業名 東葛中部地区総合開発事務組合の運営 課　名 企画課

指　標 ３市の効率的な運営に向けた取り組み数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 1 目標値 1 事業費(千円) 正職員人件費(千円)
単位 件

実績値 1 達成率 100.00 予算額 110,249 1,584

事務事業の施策への貢献度 ○高い ●普通 ○低い 評価 現状 実績値 110,249 1,584

事務事業のあり方（事業の優先度、事業の縮小や拡充等、新たな事業展開など）

斎場と障害者支援施設は社会上必要不可欠で、安定的なサービスの供給が必要であることから、引き続き３市で構成する事務組合で

共同で運営する。

事務事業名 東葛広域行政連絡協議会 課　名 企画課

指　標 課題への取り組み数 政策・経常 □政策　■経常　□なし

現況値 1 目標値 1 事業費(千円) 正職

施

事

員人件費(千円)
単位

務

件
実績値 1 達成率 10

事

0.00 予算額 50 1

業

,848

事務事業の施

名

策への貢献度 ○高い 

都

●普通 ○低い 評価 現

市

状 実績値 50 1,84

間

8

事務事業のあり方（

交

事業の優先度、事業の

流

縮小や拡充等、新たな

策

の

事業展開など）

少子高

推

齢化や人口減少など各

進

市が抱える課題の解決

課

や効率的な行政運営の

　

ため、引き続き６市で

名

連携していく必要があ

企

る。

画課

指

を

　標

事務事業名

基

ＪＯＢＡＮアートライ

本

ン協議会 課　名 企画課

方

指　標 イベント等の開

針

催回数 政策・経常 □政

策

策　■経常　□なし

現

定

況値 2 目標値 1 事業費

の

(千円) 正職員人件費

進

(千円)
単位 件

実績値



２．施策のチェック(ＤＯ＋ＣＨＥＣＫ)

①節の目的達成に貢献しているか(施策が効果的な手段になっているか）

②社会状況、環境変化や市民ニーズに適合しているか（施策展開の見直しや新たな施策の展開など）

③施策目標の設定は妥当か

施策チェック項目 ④施策を推進するために有効な事業を実施しているか

⑤市民との協働は考えられないか

⑥事業への財源配分は適切か

⑦事業への人員配置は適切か

事　前　評　価
施策主管課長 施策主管部長

効率的・効果的な行政運営を推進していくためには、今後も近隣 地域課題が多様化する中、１市だけでは課題解決が難しい事案が

自治体との広域的な連携を強化していく必要がある。 増えている。さまざまな分野で市域を超えた広域的な連携を行う

ことが、今後ますます重要なため、引き続き取り組みを進めてい

く必要がある。

行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向

事　後　評　価
施策主管課長 施策主管部長

効率的・効果的な行政運営を推進していくためには、今後も本施 地域課題が多様化する中、１市だけでは課題解決が難しい事案が

策に取り組み、近隣自治体との広域的な連携を強化し、行政課題 増えている。さまざまな分野で市域を超えた広域的な連携を行う

の解決を図っていく必要がある。 ことが、今後ますます重要なため、引き続き広域的な連携で協議

や調整に取り組んでいく必要がある。

改　善　検　討 ○要 　●不要

施策展開の改善点と展開方向

２　次　評　価
行政評価委員会 施策展開の改善点と展開方向


